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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 平成20年２月 平成21年２月

売上高（千円） 24,439,490 22,350,451 28,105,929 － － －

経常利益又は経常損失（△）

（千円)
△495,678 △238,882 292,914 － － －

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円)
△929,626 △711,257 13,260 － － －

純資産額（千円） 1,398,731 1,688,810 － － － －

総資産額（千円） 8,763,704 6,883,426 － － － －

１株当たり純資産額（円) 267.79 88.50 － － － －

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円)
△177.98 △44.96 0.54 － － －

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － 0.54 － － －

自己資本比率（％) 16.0 24.5 － － － －

自己資本利益率（％） △49.8 △46.1 － － － －

株価収益率（倍） △1.12 △7.34 403.7 － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
488,192 △266,661 225,729 － － －

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△304,849 △39,667 △1,210,963 － － －

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△1,298,666 1,026,090 △189,492 － － －

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
1,349,260 2,069,022 1,327,029 － － －

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]

（人）

192

[359]

115

[166]

－

[－]

－

[－]

－

[－]

－

[－]

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第24期及び第25期におきましては、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損

失が計上されているため、記載しておりません。

３．第25期末の従業員数が前期末に比し77名減少し、平均臨時雇用者数が193名減少いたしましたのは、主に連結

子会社３社の全株式を当期に譲渡したことにより連結の範囲から除外したことによるものです。

４．平成17年５月20日付で１株を３株とする株式分割を行っております。なお、第25期の１株当たり当期純損失

については、期首に株式分割が行われたものとして算出しております。
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５．株式会社ウェブベースは、平成18年６月に全部取得条項付種類株式の取得及び当該株式の無償消却を行い、

当社の持分比率がゼロとなったため、連結の範囲から除いております。

この結果、第26期末において連結子会社は存在しません。よって第26期の連結財務諸表については、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書のみを作成し、連結貸借対照表及

び連結附属明細表は作成しておりませんので、純資産額、総資産額、１株当たり純資産額、自己資本比率、自己

資本利益率、従業員数については、記載しておりません。

なお、第26期の連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書に含まれ

る株式会社ウェブベースの会計期間は平成17年10月１日から平成18年３月31日であります。

また、第27期より連結財務諸表を作成しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 平成20年２月 平成21年２月

売上高（千円） 14,406,525 17,784,652 27,871,847 38,585,798 16,664,091 15,958,437

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△122,860 163,617 413,891 △318,203 232,535 △757,017

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
△1,204,101 △900,330 596 △1,589,967 382,604 △2,277,804

持分法を適用した場合の投資

利益（千円）
－ － － － － －

資本金（千円） 731,336 1,233,030 1,233,030 1,233,030 1,783,024 1,783,024

発行済株式総数（株） 5,289,268 19,257,634 27,363,234 27,363,234 50,767,234 50,767,234

純資産額（千円） 1,600,147 1,700,190 1,710,756 115,849 1,598,050 △690,145

総資産額（千円） 6,434,126 6,277,352 9,721,196 6,241,770 5,805,814 1,543,005

１株当たり純資産額（円) 306.35 89.10 62.72 4.24 31.53 △13.61

１株当たり配当額

(内１株当たり中間配当額)

（円）

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益又は当

期純損失（△）（円)
△230.53 △56.92 0.02 △58.27 13.64 △44.93

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － 0.02 － － －

自己資本比率（％） 24.9 27.1 17.6 1.9 27.5 △44.7

自己資本利益率（％） △54.6 △54.6 0.0 △174.1 44.65 △501.77

株価収益率（倍） △0.87 △5.80 10,900.0 △1.25 1.24 △0.13

配当性向（％） － － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
－ － － △819,009 △275,330 1,288,648

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
－ － － 1,652,854 4,807 △557,093

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
－ － － △2,010,457 339,605 △938,938

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
－ － － 150,417 219,500 12,117

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]

（人）

59

[６]

91

[166]

195

[289]

203

[333]

154

[291]

65

[89]

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第24期、第25期、第27期及び第29期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損

失のため記載しておりません。

３．第25期末の従業員数が前期末に比し32名増加し、第25期末の平均臨時雇用者数が前期に比し160名増加しま

したのは、主に株式会社エービーズ・コーポレーションとの合併によるものです。

４．平成17年５月20日付で１株を３株とする株式分割を行っております。なお、第25期の１株当たり当期純損失

については、期首に株式分割が行われたものとして算出しております。
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５．第26期末の従業員数が前期末に比し104名増加し、平均臨時雇用者数が123名増加いたしましたのは、主に平

成18年２月に株式会社アクトと合併したことによるものです。

６．第26期末の総資産額が前期末に比し3,443,843千円増加いたしましたのは、平成18年２月に株式会社アクトと

合併したことによるものです。

７．第26期末の発行済株式総数の数が前期末に比し8,105,600株増加いたしましたのは、平成18年２月に株式会社

アクトと合併したことによるものです。

８．第28期は、決算期変更により平成19年10月１日から平成20年２月29日までの５ヶ月となっております。

９．第28期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

10．第28期末の発行済株式総数の数が前期末に比し23,404,000株増加いたしましたのは、平成20年２月25日付に

て、ジェイオーグループホールディングス株式会社に対して、デット・エクイティ・スワップによる第三者

割当を行ったことによるものです。

また、当該第三者割当に伴い、資本金の額は549,994千円増加しております。

11．第28期末の従業員数が前期末に比し49名減少いたしましたのは、主に事業再編に伴い事業の廃止または事業

譲渡を行ったことによるものです。

12．第29期末の従業員数が前期末に比べ89名減少いたしましたのは、主に事業再編に伴い事業の廃止または事業

譲渡を行ったことによるものです。
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２【沿革】

年月 事項

昭和62年12月 有限会社明響社を組織変更し、神戸市東灘区に株式会社明響社（資本金20,000千円）を設立

東京都台東区に東京支店を設置

昭和63年４月 「オヤユビピアノ緑地公園店」を移転、ＡＶ（ＣＤ、ビデオ）レンタルを開始

昭和63年６月 広島市中区に広島支店を設置

平成元年３月 ＴＶゲーム専門店「ＴＶ（ティーヴィー）パニック豊中店」を開店しＴＶゲーム店の直営展開を

開始

平成元年６月 本店所在地を大阪府豊中市本町に移転

平成元年８月 ＴＶゲームＰＯＳシステムを開発し、「ＴＶパニック」フランチャイズ店の展開を開始

平成４年２月 パソコン販売及びメンテナンスを目的とする株式会社ファースト（資本金8,000千円、本店所在

地：大阪市東淀川区）を設立（当社出資比率50.0％）

平成５年12月 社団法人日本フランチャイズチェーン協会の正会員となる

平成７年３月 ＴＶパニック加盟店300店となる。

平成７年12月 株式会社ファーストの全発行済株式を取得

平成８年３月 株式会社ファーストが株式会社エービーズ・コーポレーションよりＣＤ等の販売に関する営業権

を譲り受け、同社社名を株式会社エービーズ・コーポレーションに商号変更

旧株式会社エービーズ・コーポレーションは株式会社ファーストに商号変更

平成８年４月 株式の額面金額変更及び単位株制度導入を目的として、ケー・ユー・システム株式会社（資本金

10,050千円、当社100％子会社）と合併

大阪支店を大阪府豊中市に設置

平成９年４月 飲食事業を行う会社として、株式会社クーフーフー（資本金10,000千円、当社100％子会社、本店所

在地：大阪府豊中市）を設立

平成９年６月 本店所在地を大阪府豊中市岡町に移転

平成９年11月 ＴＶゲーム、ＡＶレンタル、ＣＤ販売に加え新刊書籍販売を行う大型複合店「アライヴ竹の塚店」

を東京都足立区に開店

平成11年５月 ゴルフクラブの新品販売・リサイクル及び用品販売を行う「ゴルファーズマート甲子園店」を兵

庫県西宮市に開店しゴルフ店の展開を開始

平成11年７月 インターネット技術を使ったＰＯＳシステム「ｗｅｂ　ＰＯＳ」を開発し、ＴＶパニック加盟店に

導入開始

平成11年12月 インターネットによる販売システム構築のコンサルティングやｗｅｂ ＰＯＳの販売等を目的と

する株式会社ウェブベース（資本金83,000千円、本店所在地：大阪府豊中市）をインターネットシ

ステム開発会社株式会社ビジュアルジャパンと合弁で設立（当社出資比率72.3％）

平成12年２月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成13年９月 レンタルＣＤ卸代行店事業における仕入及び販売業務の統合を目的として、株式会社音通と分社

型共同新設分割により、株式会社ハブ・ア・グッド（資本金400,000千円、本店所在地：大阪府茨木

市）を設立（当社出資比率50.0％）

平成13年10月 直営店事業部門における業務の効率化や専門性を高めることを目的として、株式会社エービーズ

・コーポレーションに分社型吸収分割を行う

平成14年３月 株式会社ウェブベースの第三者割当増資時に90,000千円を出資（当社出資比率85.1％）

平成14年５月 暫定許諾を受け、複合カフェ店向けにＴＶゲームソフトの卸代行店業務を開始

平成14年11月 株式会社ウェブベースは、フランチャイズにおけるソリューションビジネス事業（ＩＴ・ＦＣ事

業）を行う会社として、アンサンブル株式会社（資本金10,000千円、株式会社ウェブベース100％子

会社、本店所在地：大阪府豊中市）を設立

平成14年12月 株式会社ビジュアルジャパンが保有する株式会社ウェブベースの株式、全株を取得（当社出資比

率90.7％）
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年月 事項

平成15年７月 株式会社ウェブベースの子会社アンサンブル株式会社の第三者割当増資時に10,000千円を出資

（当社出資比率50.0％）

平成15年11月 株式会社エービーズ・コーポレーションが新業態店舗となるリサイクル未来計画「レストアスト

アー京都新堀川店」と複合カフェ「ヒーリン・フィーリン京都新堀川店」の２店舗をオープン

平成15年12月 複合カフェ店向けＴＶゲームソフトの卸代行店業務を暫定許諾から正式業務へと移行

平成16年１月 株式会社セガ・ミュージック・ネットワークスが運営する個人向けＰＣゲーム配信ソフト「セガ

ゲーム本舗」を複合カフェ向けに営業開始

平成16年２月 株式会社ウェブベースが所有するアンサンブル株式会社の株式を全株取得（当社出資比100％）

平成16年４月 平成16年４月５日設立のダイヤライトジャパン株式会社に資本参加（当社出資比率40％）

平成16年５月 著作権保護技術（ＡＤＨシステム）を有する株式会社ジャパン・ウェーブと業務提携を行い、複

合カフェ向けにデジタルコンテンツ配信サイト「楽楽ＧＡＴＥ！　Ｏｎ　ｄｅｍａｎｄ　ｓｔａｔ

ｉｏｎ」の販売活動を本格稼動

平成16年６月 株式会社パワードコムと株式会社ドリーム・トレイン・インターネットと業務提携を行い、複合

カフェ向けに光ファイバー回線の販売事業を開始

平成16年７月 株式会社エービーズ・コーポレーションは２店舗目となる複合カフェ「ヒーリン・フィーリン」

をオープン

平成16年11月 当社が保有する連結子会社の株式会社ウェブベースの株式を一部売却

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

当社連結子会社の株式会社エービーズ・コーポレーションを吸収合併

当社が保有する連結子会社の株式会社クーフーフーの株式を全株売却

平成17年２月 当社株式のジャスダック証券取引市場における売買方式を、マーケットメイク方式からオーク

ション方式へ移行

株式会社クインランドとの業務・資本提携を発表するとともに、同社が実施する当社普通株式の

公開買付けについて賛同する旨を発表

平成17年３月 株式会社クインランドが公開買付けを通じて当社の親会社となる

当社が保有する持分法適用非連結子会社のダイヤライトジャパン株式会社の株式を全株売却

平成17年４月 当社が保有する連結子会社の株式会社ハブ・ア・グッド及び株式会社アンスコンサルティングの

株式を全株売却

平成17年５月 平成17年３月31日現在の株主所有株式を５月20日をもって１株につき３株の割合で分割を実施

平成17年６月 当社連結子会社の株式会社ウェブベースが実施する第三者割当増資に対して、当社は５億円を引

受し当社の所有割合を69.2％とする

平成17年９月 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を10億円発行

平成18年２月 株式会社アクトと合併、名称を株式会社ＮＥＳＴＡＧＥに変更

平成18年６月 当社連結子会社である株式会社ウェブベースは、全部取得条項付種類株式の取得及び当該株式の

無償消却を行い、当社の持分比率がゼロとなり、当社子会社から外れる

平成19年４月 株式会社クインランドが当社株式の一部（3,500千株、総株主の議決権に対する割合12.83％）を

ジェイオーグループホールディングス株式会社へ譲渡

株式会社クインランドは親会社に該当しなくなり、新たにジェイオーグループホールディングス

株式会社が主要株主となる

平成19年５月 株式会社クインランドが当社株式の一部（5,583千株、総株主の議決権に対する割合20.47％）を

ジェイオーグループホールディングス株式会社へ譲渡

ジェイオーグループホールディングス株式会社が筆頭株主（所有株式数9,083千株、総株主の議決

権に対する割合33.30％）となる

平成20年２月 ジェイオーグループホールディングス株式会社がデット・エクイティ・スワップによる第三者割

当増資を引受、当社の親会社（所有株式数32,487千株、総株主の議決権に対する割合64.10％）とな

る

平成20年10月 株式会社センタイとの間で当社フランチャイズ加盟店への商品供給の充実を目的に業務提携を締

結する。

平成20年12月 当社が運営を行っている直営店舗の内14店舗を収益効率及び財務効率の改善を目的に閉鎖を決議

する。

平成21年４月　 当社が運営を行っているすべての直営店舗及びダイエー店舗内で展開しているダイエー委託型店

舗のすべてにつき、収益効率及び財務効率の改善を目的に閉鎖を決議する。
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３【事業の内容】

当社は、ＴＶゲーム販売専門店ＦＣ店舗の展開を中心とした、ＴＶゲーム関連事業を主な事業としております。ま

た、ＴＶゲームに加え、その他の事業として携帯電話販売代理店事業を行なっております。

①ＴＶゲーム専門店「ＴＶパニック」「ｗａｎｐａｋｕ」（ワンパク）「ＣＯＭＧ！ 」（コング）「ギャング

スター」のＦＣ展開及びＦＣ加盟店以外へのＴＶゲームソフト・ハード・周辺機器、その他の販促物の卸売。

②携帯電話等の通信機器の販売。

当社の「主な事業内容」は次のとおりです。

（ＴＶゲーム関連事業）

当社は「ＴＶパニック」「ｗａｎｐａｋｕ（ワンパク）」「ＣＯＭＧ！（コング）」「ギャングスター」のＦ

Ｃ加盟店及びＦＣ加盟店以外に対してＴＶゲームソフト・ハード・周辺機器、その他販促物の卸売りを行なうとと

もに、ＦＣ加盟店よりロイヤリティーを得ております。

（その他の事業）

当社は、一部のＦＣ加盟店に対して、携帯電話端末の販売および携帯電話代理店事業をＦＣ展開しております。

　

　

　当社グループの主要な事業活動を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

(1）親会社

当社の親会社であるジェイオーグループホールディングス株式会社の状況については、「第５　経理の状況　１．

財務諸表等（1）財務諸表　注記事項（関連当事者との取引）」において記載しているため、記載を省略しておりま

す。

なお、ジェイオーグループホールディングス株式会社は、有価証券報告書を提出しております。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成21年２月28日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（千円）

65（89） 32才10ヶ月 ４年７ヶ月 3,793

　（注）１．従業員数は就業人数であり、臨時雇用者は（　）内に１日８時間換算による月平均人員を外数で記載しており

ます。

２．従業員数が前期末に比べ89名減少しましたのは、主に事業再編に伴い、事業の廃止または事業譲渡及び固定

コスト削減を目的に従業員の削減を行ったことによるものです。

３．平均年間給与は税込給与で、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係について特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

（イ）全般的状況

当事業年度（平成20年３月１日～平成21年２月28日）におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を

発する世界的な金融危機による想定をはるかに超えた円高、大幅な雇用の調整、世界的な消費の低迷により企業

収益の減少を招き、その結果企業の設備投資が減速し、個人消費もさらに低迷するなど厳しい経営環境となって

おります。

このような状況のもと、当事業年度の業績につきましては、当社の親会社であるジェイオーグループホール

ディングス株式会社（以下、JOGHD）グループの中核企業であり、かつ当社の兄弟会社（JOGHDの子会社）であ

るジェイオー建設株式会社(以下、JO建設)が、平成20年６月２日に大阪地方裁判所へ民事再生の申立てを行ったこ

とにより、JOGHDグループ全体の社会的信用の低下を招くこととなりました。その結果、当社とメーカーとの取引

がこれまでどおりに行えない等の影響があり、JOGHDとの株式交換契約の合意解除や株式会社センタイ（以下、

センタイ）との業務提携等の事業展開を図ることで、当社主力事業のTVゲーム関連における与信を早急に回復

し、商品供給体制を安定させることに懸命に努めてまいりました。

その結果、当事業年度の売上高は159億58百万円となりました。販売費及び一般管理費につきましては、徹底し

たコスト削減効果を行った一方で償却費が増加したことにより22億21百万円となり、営業損失は６億44百万円と

なりました。

　また、JO建設の民事再生に伴い貸付債権６億15百万円のうち回収可能性のない５億52百万円を貸倒損失として

特別損失に計上し、さらに回収可能性の低い債権に対する貸倒引当金の設定や棚卸資産の評価損を併せて特別損

失に計上したことから、当事業年度における当期純損失は22億77万円と大幅な損失計上となりました。

　

（ロ）事業別の状況

主な事業別の内訳につきましては、次のとおりであります。

・TVゲーム関連事業

ハード市場におきましては、PSPやニンテンドーDSiが好調に推移いたしましたが、平成19年末に発売され翌年

も勢いが続いていたWiiやPS3の販売台数が、翌年に比べると一定の落ち着きをみせるなど、ハード市場は全体的

に見ると翌年に比べ大きく縮小しております。

　一方、ソフト市場におきましては、全機種ともラインナップが充実してきており、堅調に推移しておりますが、翌

年ほどの勢いがなく、前期割れとなっています。　

　この結果、当事業年度の売上高は158億６百万円となりました。また、店舗展開につきましては、不採算店舗の閉

鎖、TVゲーム以外の商材の取扱いも行っている複合店舗の売却を実施や、コストの削減を目的とした路面店舗の

閉鎖を行った結果、平成21年２月末現在で合計502店舗となりました。

　

・その他事業

前事業年度より開始いたしました携帯電話販売代理店事業につきましては、当初、直営店舗にて試験的に展開

しておりましたが、当事業年度よりFC加盟店においても同事業の展開を開始したことから、売上高は１億52百万

円となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当事業年度におきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは増加したものの、投資活動及び財務活動による

キャッシュ・フローが減少した結果、現金及び現金同等物の期末残高は前事業年度末に比べ２億７百万円減少し12

百万円となりました。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

税引前当期純損失は22億62百万円となり、仕入債務の減少８億63百万円および預り保証金の減少２億41百万円

等の減少要因がありましたが、たな卸資産の減少８億97百万円、売上債権の減少11億28百万円、長期差入保証金の

減少６億19百万円、貸倒損失の発生５億52百万円等の増加要因により、営業活動によるキャッシュ・フローは、12

億88百万円のキャッシュ・フローの増加となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

貸付金の回収による収入４億86百万円および定期預金の払戻しによる収入２億19百万円等の増加要因があり

ましたが、貸付金の発生による支出13億63百万円等の減少要因により、投資活動によるキャッシュ・フローは、５

億57百万円のキャッシュ・フローの減少となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

長期借入金の返済による支出１億60百万円および社債償還による支出４億90百万円、短期借入金の返済による

支出86億19百万円（純額）等の減少要因により、財務活動によるキャッシュ・フローは、９億38百万円のキャッ

シュ・フローの減少となりました。

　

なお、前事業年度は、決算期変更に伴い５ヶ月の変則決算であったため、対前年同期比較および対前年同期増減

率は記載しておりません。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

該当事項はありません。

(2）受注状況

該当事項はありません。

(3）商品仕入実績

当事業年度における仕入実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。

事業部門別
事業年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

前年同期比（％）

ＴＶゲーム関連事業（千円） 13,682,672 －

ＡＶ関連事業（千円） 32,009 －

書籍関連事業（千円） 13,333 －

その他の事業（千円） 129,309 －

合計（千円） 13,857,324 －

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前事業年度は、決算期変更に伴い５ヶ月の変則決算となりましたので、前年同期比は記載しておりません。

(4）販売実績

当会計年度における販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。

事業部門別
事業年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

前年同期比（％）

ＴＶゲーム関連事業（千円） 15,716,786 －

ＡＶ関連事業（千円） 61,305 －

書籍関連事業（千円） 27,948 －

その他の事業（千円） 152,397 －

合計（千円） 15,958,437 －

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前事業年度は、決算期変更に伴い５ヶ月の変則決算となりましたので、前年同期比は記載しておりません。
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３【対処すべき課題】

当事業年度においては、前期、前々期に行ったコスト削減の効果があらわれ、前期や当事業年度前半期の結果が示

している通り月次黒字を毎月計上できる体制への変革は終了しており、当事業年度開始当初においては予想を大き

く上回る利益を上げておりました。

　しかしながらJO建設が平成20年６月２日に民事再生の申し立てを行った影響を受け当事業年度の中間期以降は業

績が大きく悪化することとなりました。

　このような環境のもと、次期の事業計画において当社が対処すべき主な経営課題を以下の３点と認識しておりま

す。

(1）財務体質の改善及びビジネスモデルの修正

(2）JOGHDからの独立性の確保

(3）債務超過の解消

(1） 財務体質の改善及びビジネスモデルの修正

　JO建設が平成20年６月２日に民事再生の申し立てを行ったことによるJOGHDグループの与信力低下の影響が当社

にも波及し、仕入先の当社に対する与信も低下いたしました。この結果、商品代金の決済方法が、これまでの掛仕入

れ方式から、商品の仕入れを行う前に商品代金を現金で差し入れる方式(前渡金方式)へと変化致しました。このた

め、商品代金の支払いのタイミングがこれまでの売掛金の回収後に買掛金として支払っていた方式から、売掛金の

回収前に前渡金として支払うという財務的に不効率な方式に変更になったことにより仕入れ資金が不足したこと

で、FC店舗及び直営店に対して安定的かつ十分な商品供給が行えず、結果として売上高が減少し収益が悪化するこ

ととなりました。

　この状況に対応すべく当社は人件費ほか諸経費など固定コストのより一層の削減を推し進めるほか、ビジネスモ

デル上一定以上の在庫を常備せざるを得なく、また運営を行う上で多額の固定コストが発生するなど財務的に非効

率な直営店舗を閉鎖いたしました。そのため、そのことで削減できた経営資源を在庫リスクが低く、また当社のTV

ゲーム関連事業の主となるFC加盟店への商品供給に集中させることで資産効率を改善し、財務体質や収益力の改善

を図ってまいります。

　また、平成21年４月には、株式会社BgenuineTecと業務提携を行っております。今後は、その提携目的の一つである

「現在使用している顧客・会員管理システムの見直し、低コスト化」を推し進めることにより、固定コストの圧縮

による損益分岐点の引き下げや「セキュリティの高いインターネット販売システムの構築」による新たなビジネ

スモデルの確立による収益力の強化などを行い更なる収益力の改善を図ってまいります。

　これらの施策を行うことにより、収益力の改善・強化や損益分岐点を引き下げることによる黒字体質への再変革

を行います。

(2）JOGHDからの独立性の確保

　当社の与信力低下の要因であるJOGHDグループの与信力低下の当社への影響の波及を希薄化させる方法として、

新株式発行などの資本政策を行いJOGHDの持ち株比率の低下を図ってまいります。

　これにより当社の信用力・与信を回復させ、商品仕入力の向上を図ります。

 

 (3）債務超過の解消

 当社は当事業年度末において、６億90百万円の債務超過となっております。

次事業年度末（平成22年2月期）までに債務超過の状態を解消出来ない場合は、株式会社ジャスダック証券取引所

が定める株式上場廃止基準に抵触し上場廃止となります。しかしながら、現状の収益力では次事業年度末までに６

億90百万円もの債務超過の解消は実質不可能なことから、債務超過額以上の増資を行うことにより、債務超過の解

消を図ります。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成21年６月１日)現在において判断したものです。

(1）市場状況における影響について

当社の売上高の98％を占めるTVゲーム関連事業においては発売されるタイトルにより大きく左右される傾向が

あり、そのため、当社では中古商材の比率を高めるなどの対策に取り組んでおりますが、新規商材における比率は依

然高く、メーカーの動向によりましては、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2）フランチャイズ展開について

当社では、展開するFC事業に関し加盟店への商品等の納入及びロイヤリティー収入を得ておりますが、FC加盟店

の出店動向及び営業状況等によっては、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社ではFC加盟店に対してインターネットPOSシステムを利用した的確な情報分析・情報提供、ユーザー

の心理を捉えた販促企画やスーパーバイザーによる訪問指導、さらに、メーカーとの強い連携によるマーチャンダ

イジングなど、リスクを適切にコントロールし、店舗運営をスムーズに行なう仕組みとノウハウを提供しておりま

すが、当社がFC本部としての評価が不十分であったり、加盟企業の方針変更や諸事情により加盟店舗数が減少する

可能性もあり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3）法的規制について

古物営業法について

当社が行なうリサイクル品の買取及び販売は、「古物営業法」による規制を受けております。同法の監督官庁は、

店舗の所在地を管轄する都道府県公安委員会であり、同法及び関連法令による規制の内容は次のとおりでありま

す。

・古物の売買又は交換を行なう営業を営む場合には、所在地を管轄する都道府県公安委員会の許可を受けなければ

ならない。

・古物の買取金額が１万円以上の場合及び中古ゲームソフトなどの買取を行なう場合は、相手方の住所、氏名、職

業、年齢が記載された文書の交付を受けなければならない。

・取引年月日、古物の名目及び数量、古物の特徴、相手方の住所、氏名、職業、年齢等を帳簿等に記載しなければなら

ない。

当社は、上記法令を厳守し、健全な店舗運営を行っておりますが、新たな規制や不測の事態により事業運営に影響

を及ぼす可能性があります。

(4）賃借物件における差入保証金について

当社における直営店舗の出店は賃貸による方法を基本としており、物件の契約時に賃貸人に対し保証金を差入れ

ております。当該保証金は期間満了による契約解消時に契約に従い原則として返還されることになっております

が、賃貸人の経済的破綻等によりその一部又は全額が回収できなくなる可能性があります。また、契約満了時前に中

途解約した場合には、契約内容に従って契約違反金の支払が必要となる場合があります。

(5）売上高の著しい減少

当社は当事業年度の平成20年６月２日に当社の兄弟会社であるJO建設が民事再生を申請した事を要因とする当

社親会社のJOGHDグループ全体の社会的与信力の低下が低下し、当社の与信力も低下しています。これに伴い商品

仕入時の決済方法が、掛仕入れから、現金仕入れへと変化致しました。この事からビジネスモデルも従来の売掛金回

収後に買掛金を支払うといったビジネスモデルから、財務的に不効率である売掛金回収前に商品代金の支払いを行

うといったビジネスモデルに変化しております。

この事から仕入れ資金が不足し十分な商品供給ができず売上高が著しく減少致しました。

　当社はこれに対し新株式の発行などの資本政策により月間平均仕入れ額と同等額の資金調達を行うことで、資金

力の補強を図ると共に、更なるコスト削減を行うことにより収益力の改善を図ることで、キャッシュ・フローを改

善をすることで与信力の回復に努めてまいりますが、従来のビジネスモデルに戻すことができない場合は当社の売

上高に大きな影響を及ぼすリスクがあります。
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（6） 債務超過による上場廃止について

当社は、当事業年度末において、６億90百万円の債務超過の状態にあり、次期事業年度末までに債務超過の状態が

解消されない場合は当事業年度に引き続き二期連続での債務超過となることから、株式会社ジャスダック証券取引

所が定める株式上場廃止基準に抵触するため当社には上場廃止のリスクがあります。

　しかしながら、現状の収益力では、６億90百万円の財務超過を次期事業年度内で解消することは実質不可能なこと

から、新株式の発行等により債務超過額以上の増資を行うことで、債務超過の解消を図ります。

　

（7） 営業債務の返済及び借入金の返済条項の不履行または履行の困難性

当社は売上高の減少に伴う業績の悪化や、JO建設への貸付金６億15百万円などが回収不能となったことなどによ

り、キャッシュ・フローが前期と比較し大幅に悪化しております。このため、営業債務の一部支払いや借入金の返済

が困難な状態になっております。

　そのため、当社は新株式の発行など資本政策による資金調達を検討し、財務面の健全化を図っていく予定ですが、

これらの成立がなされなかった場合には、営業債務の未払いを理由とした訴訟の提起、借入金の返済遅延を理由と

した当社資産に対する担保権の実行などが行われる可能性があり、当社の業績に大きな影響を及ぼすリスクがあり

ます。

（8） 四半期決算の正確性に対する疑問及び四半期開示及び決算発表遅延の可能性

第30期（平成22年２月期）より当社も四半期開示について期末後45日以内での開示が義務化されます。しかしな

がら第29期（平成21年２月期）決算短信の発表が決算期末後61日後（平成21年４月30日）での開示となり、株式会

社ジャスダック証券取引所の指導している期日より大きく遅延することとなりました。

　また、決算発表の翌々日（平成21年５月２日）及び30、32日後（平成21年５月30日、平成21年６月１日）に財務諸

表等も含む大幅な再修正を行うなど、財務諸表の正確性及び、迅速性に大きな不安が残っております。当該事象につ

きましては、昨年から行っていた収益率改善のための固定コストの削減の影響を受け、当第３四半期頃より想定外

に大規模な経理部人員の退職があり、当社のPOS システムが複数存在することによる複雑な経理業務フローや株式

会社センタイとの業務提携により取引内容が複雑化したこと、直営店舗の廃止・売却を含むイレギュラーな経理処

理が多数発生したこと、急遽雇用した経理部員が経理知識に乏しかったこと、など複数の要因が重なり通常の月次

決算を行うことも難しくなっておりました。それに加え、当時の経理担当役員が体調不良の為辞任したこともあり、

経理部門が非常に弱体化しておりました。

　このような状況が、当期の決算作業の遅延及び決算発表の正確性に大きく影響を及ぼすこととなりました。

　当社は、当該事象を受け、退職した経理部員を一部復帰させ、新たに経理のスペシャリストを雇用することで、弱体

化していた経理部門の状態の回復を行っておりますが、当該事象が発生していることを考えますと、今後、当社の四

半期開示及び決算発表数値において修正が発生する可能性、及び四半期報告書の法定開示期限に提出できないリス

クがございます。

（9） 取引先の調査に関して

当社は第29期において平成20年10月８日にトレーダーズパートナー有限責任事業組合との間で業務・資本提携

を締結し、同年10月21日に第三者割当による新株予約権を発行しております。

　当初当社が行った調査においては、当社株式の保有を行う割当先として適切であると判断致しておりました。しか

しながらその後、同事業組合との業務提携において、当社が期待する経営ノウハウ、人的資源の提供が望めず、かつ

同事業組合も当社に対し再構築に向けた有効かつ具体的な施策を見出すことができないなど、双方提携の有効性を

見出すことができませんでした。

　また、資本提携においても、資金需要の多い時期に期待しておりました新株予約権の行使がなされず、今後、同事業

組合に対して短期的、長期的な資金援助は見込めないとの判断をし、業務・資本提携の進捗が一切無いまま平成20

年12月29日同事業組合との業務・資本提携を解除しております。その後、新株予約権の行使も一切無いまま平成21

年２月28日に行使期間が終了し新株予約権も自動的に消滅しております。

　当該事象は、当社が当該取引先の選定を行う際に、提携内容の実現可能性に関して、取引先の与信等のチェック、提

供予定のノウハウ・人的資源等に関する事前調査が不足していたために発生いたしました。

当社では、当該事象があったことにより、当社は取引先の調査方法に関して、調査会社や当社の人脈を利用した調査

を行い、与信チェックの厳格化を行う等抜本的に見直しており、取引先選定に対するリスクの回避を行っておりま

す。

　しかしながら、当該事象が発生している現状を考えますと、今後上記事前調査等に不備があった場合は、業務・資

本提携や取引に関して選定先との提携内容・取引等が実施できないリスクがございます。
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（10） 株式会社センタイとの取引について

当社は、株式会社センタイとの間で「第２ 事業の状況 ５ 経営上の重要な契約等」に記載の契約を締結してお

ります。これらの契約は、当社の事業の根幹であるTVゲーム関連事業におけるFC店舗への商品供給についての契約

となっております。

　そのため当社では、定期的に当該会社の経営状況等をヒアリングすることで、事前に対策を立てられる状況を確保

するとともに、当社の与信を回復することで、自社商流の回復等を行い、当該会社への商品供給の依存度を低下させ

ていく予定ですが、当該会社の経営環境の変化等で、当該会社が倒産・企業買収等により、現状の形での事業が継続

し得なくなった場合や、何らかの理由で契約上の義務を履行できなくなった場合は、FC店舗への商品供給が滞るこ

ととなり、当社の事業及び経営成績に重大な影響を与える可能性があります。

（11） JOGHDについて

当社の親会社でありますJOGHDは、当社の金融機関からの借入の連帯保証として、JOGHD所有の当社株式（

32,487,000株）を担保として金融機関に提供をしております。そのため、金融機関への返済が滞り、担保実行が行わ

れ、金融機関が他社への譲渡又は市場への売却を行った場合、当社株式の株価の変動や、想定外の主要株主・親会社

等が現れる可能性があります。

　そのため、当社としましては、金融機関との連携をとり、上記のような状況が発生しないよう努めてまいりますが、

想定外の事態が発生した場合は、株価の変動や、想定外の親会社の異動等が発生する可能性があります。

　（12） 訴訟のリスク

当社は上述「（9）取引先の調査」でも記載しておりますとおり、平成20年10月27日にトレーダーズパートナー

有限責任事業組合へ新株予約権の発行を決議し、同年11月7日付で新株予約権の払込総額28,806,375円を受領してお

ります。その後、同組合より新株予約権の行使が無いまま行使期間終了日である平成21年2月28日を迎え新株予約権

が消滅しております。同組合より当社に払い込まれた新株予約権の払込総額28,806,375円は、権利行使の有無にかか

わらず、新株予約権の対価として当社が受領したものであり、返還の義務はないものと解しますが、現在、同組合よ

り払込総額の返還を請求されております。

当社はこれに対し当社の代理人弁護士を通じて対応しておりますが、同組合より訴訟を提起されるリスクがありま

す。

　（13） 債権回収の困難性及び特別損失での貸倒引当金の計上の可能性

　 　株式会社ティー・エス・ケーからの債権回収の困難性

　当社は平成20年3月31日に株式会社ティー・エス・ケー（京都市上京区）との間において当社のTVゲーム関連事

業、AV関連事業、書籍関連事業のうち直営店舗において運営しております9店舗の事業譲渡契約（譲渡価格　３億28

百万円、消費税含む）を締結致しました。その後同社に対しTVゲーム関連商品の供給を行っておりました。しかしな

がら同社より事業譲渡代金の一部及び供給した商品の代金、譲渡に関連する立替家賃・備品代金等の合計額１億24

百万円の当社に対しての支払が今現在も行われておりません。当社は同社の未回収債権回収のため、目下弁護士と

協議中であり、今後訴訟を提起する予定ですが、回収に時間を要するため未回収債権全額を特別損失での貸倒引当

金に計上いたしました。なお、本件は訴内外での回収となるためリスクがあります。
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　（14）資金調達に関連するリスク

　当社は、平成21年６月に第三者割当による新株式発行に関し、株式会社BgenuineTec及び柏原武利氏との間で基本合

意をしておりますが、何らかの要因により払込がなかった場合には、以下のリスクがあります。

①　差押リスク

　資金繰りの悪化を要因として租税公課や社会保険料の納付を滞納しております。増資資金によりこれらの滞納金

の納付を行う予定ですが、万一払込がなされなかった場合には滞納金の納付かできず、更に納付延滞の交渉を関係

官庁と行わざるを得なくなりますが、交渉が決裂した場合、滞納先からの当社資産の差押が実行されるリスクがあ

ります。

②　債務の履行遅延に案する訴訟リスク

　資金繰りの悪化を要因として、営業債務及びＦＣ加盟店の離脱に伴う預り保証金の返済などを一部延滞しており

ます。

　これら債務を増資資金により支払いを行う予定ですが、万一払込がなされなかった場合は、これ以上の延長が難し

い債務も存在することから、債権者より当該債権の回収を目的に訴訟を提起されるリスクがあります。　

③　信用力の低下リスク

　上記差えや訴訟の提起をされた場合、当社の信用力が更に低下するリスクがあります。

④　取引継続の拒絶及び取引先の喪失リスク

　上記差押えや訴訟の提起を要因とした信用力の低下により、当社の事業の柱となるＦＣ加盟店の離脱が多発する

可能性や、当社が通常の企業継続を行うために必要な取引の大部分が拒絶されるリスクがあります。

⑤　借入金の返済条件に関するリスク

　上記差押えを実行された場合、借入金の契約書に定められた期限の利益の喪失条項に抵触することになり、借入金

の一括弁済要求及び、担保権を実行されるリスクがあります。

⑥　倒産リスク

　上記差押えや訴訟の提起がなされた場合、経過により上記③～⑤のリスクにより当社の経営資源を失い倒産する

リスクがあります。

　（15）株式価値の希薄化リスク

　上記資金調達において新株式の発行を行う予定です。これにより、新株発行株式数の比率は下がり、１株あたりの

株式価値の希薄化が生じます。

　また、翌事業年度において、上記資金調達だけでは債務超過を解消するだけの収益を見込むことが出来ないため、

さらに増資を行う可能性があります。その際、既存株主の株式価値はさらに希薄化するリスクが存在します。

EDINET提出書類

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ(E05063)

有価証券報告書

17/88



　（16）継続企業の前提に関する注記

当社は平成19年９月期において想定していた合併効果が十分に得られなかったことや事業再編に伴い、当該事業

年度末において２億93百万円の営業損失と15億89百万円の当期純損失を計上した結果、当該事業年度末における純

資産額が期した。

　当該事象を解消すべく、経営陣の刷新と抜本的な経営体制の見直し、本業であるTVゲーム事業の収益性改善のため

の効率化及びスリム化、販売費及び一般管理費を中心としたコスト削減、不採算事業からの撤退や譲渡、JOGHDから

の融資についてデッド・エクイティ・スワップによる第三者割当増資の実行等を行ってまいりました。   

　その結果、平成20年２月の純資産は15億98百万円、当期純利益は３億82百万円を計上できるまで回復させ、継続企

業の前提に関する疑義を解消させました。   

　しかし、当社の兄弟会社であるJO建設株式会社が平成20年６月２日大阪地方裁判所へ民事再生の申立を行ったこ

とにより、JOGHDグループ全体の社会的信用の低下を招くこととなりました。このような状況に対応するために当

社は、JOGHDとの株式交換契約の合意解除や別事業会社との資本提携等も視野に入れた事業展開などを図ること

で、当社主力事業のTVゲーム関連事業において与信を急速に回復し、商品供給体制を安定させることに懸命に努め

てまいりました。

　このような対応にも係わらず、 

①　与信低下に伴うメーカーとの取引形態の変化（前渡金の支払い増加）

②　現金収支のタイミングが変わったことや資金調達が困難なことから、資金繰りの一時的悪化

③　主要な財務指標の悪化や当社株価の低下

などの影響が生じております。  

　このほか、JO建設株式会社の民事再生に伴い、当事業年度において同社に対する貸付債権６億15百万円のうち回収

可能性のない５億52百万円を貸倒損失として特別損失に計上し、さらに回収可能性の低い債権に対する貸倒引当金

の設定や棚卸資産の評価損を併せて特別損失に計上したことから、当期純損失は22億77百万円と大幅な減益とな

り、債務超過の状況に陥っております。  

　また、当事業年度において、金融機関からの新たな資金調達や既存借入金の返済が困難な状況となっていることも

加え、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。  

　当社は当該状況を解消すべく、平成21年4月23日に公表いたしました「業務提携に関する基本合意締結に関するお

知らせ」のとおり、株式会社BgenuineTec（以下、ＢＧＴ社）との業務提携の合意を交わしており、以下のことを実施

してまいります。  

①　現在使用している顧客・会員管理システムの見直し、低コスト化

②　セキュリティの高いインターネット販売システムの構築

③　将来におけるゲーム機への指紋認証技術の搭載の提案

④　BGT社より役員を受け入れることによる経営分離の明確化

　このほか、早急な資本増強の実施も予定しており、この実現により、収益基盤が回復すると共に、与信回復や資金の

安定を図ることが可能となり、結果として財務指標や株価の回復も想定できると考えるところから、継続企業の前

提に関する重要な疑義を解消できるものと判断しております。  

　従いまして、財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義を財務諸表には反映してお

りません。
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５【経営上の重要な契約等】

(1）フランチャイズ加盟店契約

　当社は、フランチャイジーとの間にフランチャイズ加盟店契約を締結しております。

１．ティーヴィーパニック・フランチャイズ・チェーン契約

①　契約の名称

　ティーヴィーパニック・フランチャイズ・チェーン契約

②　契約の本旨

　株式会社NESTAGE許諾によるTVゲームの販売事業を行うためのフランチャイズ許諾

③　加盟に際し要するフランチャイズ加盟金及び保証金

　フランチャイズ加盟金　1,000千円

　保証金　　　　　　　　1,000千円

④　経営指導に関する事項

　加盟店への研修、講習会開催及び継続的な経営指導

⑤　使用を許諾する商標・商号

　加盟店舗におけるTVパニック事業を行うに際し、「TVパニック」の商標、サービスマーク、意匠その他営業

シンボル、著作物の使用を許諾する。

⑥　ロイヤリティ

　TVパニック事業における各加盟店ごとの全商品の毎月の売上代金（消費税別）に一定率を乗じてロイヤリ

ティを徴収する。

⑦　契約の期間、契約の更新に関する事項

　契約期間はティーヴィーパニック・フランチャイズ・チェーン契約締結日より５ヶ年とする。ただし契約

満了の３ヶ月前までに当事者のいずれかが相手方に対して、何等の申し出がない場合には、更に１ヶ年の期

間自動的に契約が延長し、以後もこれに同様とする。

２．wanpaku・フランチャイズ・チェーン契約

①　契約の名称

　wanpaku・フランチャイズ・チェーン契約

②　契約の本旨

　株式会社NESTAGE許諾によるTVゲームの販売事業を行うためのフランチャイズ許諾

③　加盟に際し要するフランチャイズ加盟金及び保証金

　フランチャイズ加盟金　1,000千円

　保証金　　　　　　　　2,000千円

④　経営指導に関する事項

　加盟店への研修、講習会開催及び継続的な経営指導

⑤　使用を許諾する商標・商号

　加盟店舗におけるwanpaku事業を行うに際し、「wanpaku」の商標、サービスマーク、意匠その他営業シンボ

ル、著作物の使用を許諾する。

⑥　ロイヤリティ

　月々120千円（任天堂㈱とのライセンス料を含む）をロイヤリティとして徴収する。

⑦　契約の期間、契約の更新に関する事項

　契約期間はwanpaku・フランチャイズ・チェーン契約締結日より５ヶ年とする。ただし契約満了の１ヶ月前

までに当事者のいずれか又は、双方より文章による異議の申し出がない場合には、更に１ヶ年の期間自動的

に契約が延長し、以後もこれに同様とする。
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　(2) 業務提携に関する契約

１. 当社は平成20年10月７日開催の取締役会において、トレーダーズパートナー有限責任事業組合との間で、業務

提携を行うことを決議し、協定書を締結いたしました。

その主な内容は、次のとおりであります。

① 業務提携する相手会社の本店所在地および商号

　東京都港区芝４－１１－５　トレーダーズパートナー有限責任事業組合

② 業務提携の内容

　トレーダーズパートナー有限責任事業組合から当社へ役員の派遣を受け、新たな事業・流通チャンネル、新

規販路の開拓・構築を行い、相互協力関係のもと、ゲーム業界における拡大展開を実施し、あわせて短期的・

長期的な資金支援と将来の資本参加を受け入れます。

③ 業務提携の解除

　本業務提携は平成20年12月29日開催の取締役会において同日付で解除することが決議されました。

　

２. 当社は平成20年10月16日開催の取締役会において、株式会社センタイとの間で、業務提携を行うことを決議

し、覚書を締結いたしました。　

その主な内容は、次のとおりであります。

① 業務提携する相手会社の本店所在地および商号

　大阪市城東区関目６丁目９番２８号　株式会社センタイ

② 業務提携の内容

　株式会社センタイは、当社の直営店舗およびフランチャイズ加盟店舗への商品供給に関して、当社に代わっ

て仕入れを行い、当社が指定する商品供給先に供給いたします。当社は、商品供給先より株式会社センタイに

支払われる商品代金に関して、連帯して保証を行います。

③ 業務提携の期間

　覚書締結時より３ヶ年となっており、当社の商品供給が安定した場合は当社からの通知にて解除が可能と

なっております。

　

３. 当社は平成21年４月23日開催の取締役会において、株式会社BgenuineTecとの間で、業務提携を行うことを決議

し、業務提携に関する基本合意書を締結いたしました。　

その主な内容は、次のとおりであります。

① 業務提携する相手会社の本店所在地および商号

　  東京都中央区日本橋堀留町一丁目９番２号　　株式会社BgenuineTec

② 業務提携の内容

　   それぞれの業務に関し相互に協力・提携し、またそれぞれの業務の特性・強みを相互に生かすこ

   とにより、将来におけるゲーム機への指紋認証システムの搭載、セキュリティの高いインターネッ

   ト通信販売システムの構築や顧客・会員管理の一元化等についての研究、開発、販売等に関し、拡

   充、発展を目指すことを相互に確認し、合意致しました。

   　また相互業務に関し、相互に情報の交換、人材の交流、技術上及び経営上の助言・指導、BGT 社

   より社外取締役の受け入れ、その他それぞれの業務の拡充・発展に資するものと両当事者が判断し

   た事項を相互に協力を実施する旨を合意しております。

③ 業務提携の期間

　  具体的な計画の確定後本契約を締結致します。

　

(3）当社のその他の契約

相手先 契約の内容 契約年月日及び期間

株式会社ソニー・コンピュータ

エンタテインメント

家庭用ゲーム機器・ソフト等の商品の売買に関する取引基

本契約

平成６年10月１日

１ヶ年毎の自動更新

株式会社トーハンメディアウェ

イブ

フランチャイズ加盟店の開発、商品販売代金の請求・回収に

関する業務提携基本契約

平成３年10月10日

１ヶ年毎の自動更新

日本出版販売株式会社
フランチャイズ加盟店の開発、商品販売代金の請求・回収に

関する業務提携基本契約

平成４年５月１日

１ヶ年毎の自動更新

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。この

財務諸表の作成に当たりましては、一部、見積り及び判断に基づく数値を含んでおります。これらの見積り及び判断

は過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの

見積りと異なる場合があります。

貸倒引当金

当社は、売上債権等の貸倒損失に備えて回収不能となる見積額を貸倒引当金として計上しております。

(2）当事業年度の財政状態に関する分析

当事業年度末における流動資産は、売掛金が前期末より11億28百万円、商品が同11億29百万円それぞれ減少した

こと等により、７億99百万円となりました。また、固定資産は、破産更生債権等が前期末より２億95百万円、長期未収

入金が同45百万円増加した一方で、貸倒引当金が前期末より３億48百万円増加したこと等により、７億43百万円と

なりました。

これは主に、株式会社センタイとの業務提携による取引形態の変化により前渡金が増加するものの、資金不足の

影響から商品仕入が困難となり売掛金や商品が減少したことと、回収可能性の低い債権を保全的に見積もり、破産

更正等債権等や貸倒引当金が増加しているものの、メーカーの与信枠低下から差入保証金が返還されたこと等によ

るものであります。

以上の結果、総資産は15億43百万円となりました。

流動負債については、一年以内償還予定の社債が前期末より４億70百万円、買掛金が同７億58百万円、短期借入金

が２億88百万円（関係会社短期借入金を含む）、一年以内返済予定の長期借入金が同１億17百万円減少した一方

で、未払金が前期末より19百万円、店舗閉鎖損失引当金が前期末より16百万円増加したこと等により、18億62百万円

となりました。

純資産については、当期純損失22億77万円を計上した等により、６億90百万円の債務超過となりました。これによ

り、自己資本比率はマイナス44.7％となりました

(3）当事業年度の経営成績に関する分析

当事業年度の売上高は159億58百万円、売上総利益は15億77百万円、営業損失は６億44百万円、経常損失は７億57

百万円となりました。

　主な要因は、前事業年度に引き続き人件費削減、家賃の減額等のコスト削減を実施したものの、売上高が大幅に減

少したことによるものであります。

　当事業年度におきまして、金銭消費貸借契約に係る貸付債権等の回収可能性につき、各取引先ごとに精査した結

果、貸倒引当金繰入を５億７百万円計上しております。

　また、店舗の閉鎖及び譲渡に伴い、固定資産売却損として67百万円、店舗等閉鎖損失として68百万を計上しており

ます。

　その結果、当事業年度における当期純損失は22億77百万円となりました。

なお、前事業年度は、決算期変更に伴い５ヶ月の変則決算となったため、対前年同期比較および対前年同期増減率

は記載しておりません。

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について

当社の売上高の98％を占めるTVゲーム関連事業においては、発売されるタイトル・生産数により大きく左右され

る傾向があり、メーカーの動向により当社の業績に影響を及ぼす要因となります。

EDINET提出書類

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ(E05063)

有価証券報告書

21/88



(5）経営戦略の現状と見通し

当社の主事業であるTVゲーム事業市場は、従来の限定されたゲームユーザー層の枠を超え幅広い年齢層に支持を

得るとともに、遊ぶゲームからあらゆる生活シーンで使えるコミュニケーションツールへ変化をしつつあります。

このような環境の下、当社は、お客様とのコンタクトポイントである店舗網の拡大を図ってまいります。一方、人件

費他諸経費の圧縮を最大限に図ることでハード・ソフトのヒットの有無による売上変動要因にも耐えうる収益構

造にしてまいります。

これを行う上で経営戦略の実行を可能とする組織体制の強化と維持のための人材育成が不可欠と考えておりま

す。このために研修強化による人材のスキルアップと社員のモチベーションを喚起する人事制度の抜本的な見直し

を実施し、社員一人一人がチャレンジ精神をもつ一方で自己責任を追及する企業風土の改革を目指してまいりま

す。

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当事業年度末の資産につきましては、総資産が15億43百万円と前事業年度末に比べ、42億62百万円減少しました。

これは主として、売掛金の減少11億28百万円、商品の減少11億29百万円、長期差入保証金の減少７億83百万円等によ

るものであります。

　また、負債は22億33百万円と前会計年度末に比べ、19億74百万円減少しました。これは主として、借入金及び社債等

の有利子負債の減少９億38百万円、買掛金の減少７億58百万円、預り保証金の減少２億41百万円によるものであり

ます。

　なお、純資産は６億90百万円の債務超過となりました。

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フローの増

加がありましたが、投資活動によるキャッシュ・フローおよび財務活動によるキャッシュ・フローの減少により前

事業年度末に比べて２億７百万円減少し、12百万円となりました。

当事業年度におけるキャッシュ・フローの状況といたしましては、営業活動の結果得られた資金は12億88百万円

となりました。これは主に、税引前当期純損失22億62百万円であった一方で、売上債権の減少11億28百万円、棚卸資

産の減少８億97百万円、貸倒引当金の増加５億27百万円等の要因によるものであります。

投資活動の結果使用した資金は５億57百万円となりました。これは主に、貸付金の回収による収入４億86百万円、

定期預金の払戻による収入２億19百万円等があった一方で、貸付による支出13億63百万円、保証金の差入による支

出26百万円等の要因によるものであります。

財務活動の結果使用した資金は９億38百万円となりました。これは主に、短期借入による収入83億30百万円が

あった一方で、短期借入金の返済による支出86億19百万円、社債の償還による支出４億90百万円等の要因によるで

あります。

(7）経営者の問題認識と今後の方針について

当社の主事業でありますＴＶゲーム市場は現在活況を呈しているとはいえ、元来新型ハードの売れ行き及びソフ

トの発売タイトルにより売上が大きく影響される特性があることに加え、オンラインゲームの台頭など情報流通イ

ンフラの進展により経営環境は激しく変化しております。このような環境の中、中期的な経営指標として財務体質

の強化、営業利益の確保に全力を挙げてまいります。そのため、、中期的には利益の源泉となる売上高の拡大に注力

する一方コスト削減を図り当面は営業利益率0.5％を目標としてまいります。

当社の開示体制において、第一部［企業情報］第２［事業の状況］の４［事業等のリスク］で（8）に記載して

おりますとおり、当社の経理体制の問題から、第29期の決算発表が遅れかつ正確性に欠ける開示を行う結果となっ

ております。特に30期（平成22年2月期）より四半期開示を行う必要があることから、迅速かつ正確な決算発表が行

える体制を構築していく必要があります。そのため、引き続き経理部門の建て直しや、現在複雑になっている経理処

理・取引を見直し改善を図ってまいります。

　また、代表取締役の異動に関して、臨時報告書の提出が遅れる等の事象も発生していることから、投資家に対する

開示体制を改善し、迅速で正確な情報開示体制を構築してまいります。

　また、当事業年度末において、当社は多額の損失を計上した結果６億90百万円の債務超過となっております。次期

事業年度末において債務超過の状態が解消されない場合は株式会社ジャスダック証券取引所が定める株券上場廃

止基準に抵触する結果となっております。そのため、上場廃止基準の解消のため、収益力の強化だけでなく、新株式

の発行等による債務超過の解消を図ってまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度におきましては、特記すべき多額の設備投資は行っておりませんが、当事業年度において不採算店舗の閉

鎖、複合店舗の売却を実施した結果、減損損失による減少105百万円、及び売却・除却による減少75百万円等により、固

定資産が大きく減少となりました。

　

　

２【主要な設備の状況】

当社は、ＴＶゲーム関連事業を中心として、国内に26ヶ所の直営店舗を運営しております。また、国内に１ヶ所の物

流拠点を設けております。

当事業年度末における状況は、次のとおりであります。

　 （平成21年２月28日現在）

事業所名
（主な所在地）

事業部門別の名称 設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数
(人)

建物及び
構築物
(面積㎡)

器具備品
土地

(面積㎡)
その他 合計

本社

(大阪府豊中市)
全社的管理業務 本社機能

35,425

<2,676.22>
12,473

－

(－)
107,190 155,088

35

［5］

東京支店

(東京都千代田区)
管理業務 事務所設備

－

<->
－

－

(－)
－ －

3

［ －］

直営店舗

(全国26ヶ所)

ＴＶゲーム・ＡＶ・

書籍
店舗設備等

4,723

<1,600>
5,584

5,774

(4.93)
－ 16,081

27

［84］

商品センター

(大阪府茨木市)

ＴＶゲーム・ＡＶ・

書籍

センター施設

設備
3,523 6,973

－

(－)
17,203 27,700

－

［ －］

その他

(大阪府・兵庫県)
その他の事業 －

4,335

<78.91>
4,020

79,353

(77.83)
－ 87,708

－

［ －］

合計 － －
48,006

<4355.13>
29,051

85,127

(82.76)
124,394 286,579

65

［89］

　（注）１．帳簿価額「その他」は、車両運搬具、無形固定資産及び投資その他の資産であります。

２．建物及び構築物の＜　＞は賃借中の面積を外数で示しております。

３．従業員数の［　］は、臨時従業員数を外書しております。

４．その他の主なものは賃貸用店舗用地であります。

５．本社建物は賃借物件であり、床面積は2,676.22㎡、年間賃借料は37,714千円であります。

６．上記の他リース契約並びにレンタル契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称 数量(台) リース又はレン
タル期間（年）

年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

基幹システム及びネットワーク関
連機器
（所有権移転外ファイナンス・
リース）

3 １～５ 51,674 95,511

コピー・ファクシミリ等事務機器
（所有権移転外ファイナンス・
リース）

13 １～５ 15,582 7,779

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社の設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率を総合的に勘案して作成しております。

　なお、当事業年度末における重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 203,068,936

計 203,068,936

②【発行済株式】

種類
会計年度末現在発行数

（株）
（平成21年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年６月２日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 50,767,234 50,767,234
株式会社ジャスダック証

券取引所

 単元株式数

 1,000株

計 50,767,234 50,767,234 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

①　平成17年12月22日定時株主総会決議

　
事業年度末現在

（平成21年２月28日）
提出日の前月末現在
（平成21年４月30日）

新株予約権の数 54個 54個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －個 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 54,000株 同左　

新株予約権の行使時の払込金額 329円（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
平成20年３月１日から

平成22年２月28日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格  　　 329円

資本組入額　　 165円
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　権利の譲渡、質入、担保

供与その他一切の処分を

することができない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．当社が株式分割（配当可能利益又は準備金の資本組入れによる場合も含むものとし、以下同様とする。）又は

株式併合を行う場合、各対象者に付与される新株予約権により発行される株式の数は、次の算式により調整

されるものとする。

ただし、かかる調整は、当該時点において対象者が新株予約権を行使していない目的たる株式についてのみ

行われるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

（調整後生じる１株未満の端数は切り捨てる。）

２．新株発行価額

新株予約権の目的たる株式１株当たりの発行価額は、権利付与月の属する月の前月の各日（ただし、取引が

成立しない日を除く。）のジャスダック証券取引所が公表する当社額面普通株式の午後３時現在における直

近の売買価格の平均値に1.05を乗じた価額とし、１円未満の端数は切り上げる。

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。

調整後発行価額＝調整前発行価額×
１

分割・併合の比率

また、当社が他社との吸収合併又は新設合併を行う場合、取締役会の決議に基づき、必要と認める発行価額の

調整を行う。

３．権利行使時においても当社又は100％子会社の取締役、監査役又は従業員（顧問、相談役を含む。）であるこ

とを要する。

対象者が死亡した場合には、相続人が権利行使することができない。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成17年５月20日

（注１）
10,578,536 15,867,804 － 731,336 － 841,663

平成17年９月15日

（注２）
3,389,830 19,257,634 501,694 1,233,030 498,305 1,339,968

平成17年12月22日

（注３）
－ 19,257,634 － 1,233,030 △882,453 457,514

平成18年２月１日

（注４）
8,105,600 27,363,234 － 1,233,030 370,700 828,214

平成18年12月28日

（注５）
－ 27,363,234 － 1,233,030 △357,200 471,014

平成20年２月25日

（注６）
23,404,000 50,767,234 549,994 1,783,024 549,994 1,021,008

（注）１．株式分割（１：３）による増加であります。

２．転換社債型新株予約権付社債の権利行使による増加であります。

３．平成17年12月22日開催の定時株主総会における損失処理により資本準備金が882,453千円減少しております。

４．平成18年２月１日をもって株式会社アクトと合併しております。合併比率は１：272であり、発行株式総数が

8,105,600株、資本準備金が370,700千円それぞれ増加しております。

５．平成18年12月28日開催の定時株主総会における損失処理により資本準備金が357,200千円減少しております。

６．平成20年２月25日付にてジェイオーグループホールディングス株式会社に対して、デット・エクイティ・ス

ワップによる第三者割当増資を行っており、発行済株式総数が23,404,000株、資本金および資本準備金が

549,994千円それぞれ増加しております。

（５）【所有者別状況】

　 平成21年２月28日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 4 12 16 3 2 1,373 1,410 －

所有株式数

（単元）
－ 860 172 35,868 94 6 13,758 50,758 9,234

所有株式数の

割合（％）
－ 1.68 0.34 70.66 0.19 0.01 27.11 100.00 －

　（注）　自己株式76,018株は「個人その他」に76単元、「単元未満株式の状況」に18株を含めて記載しております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成21年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ジェイオーグループホール

ディングス株式会社
神戸市中央区大日通１丁目２－18 32,487 63.99

株式会社クインランド

法定代理人　財産管財人

弁護士　佐々木　豊

大阪市中央区北浜2丁目１－３ 2,010 3.95

飯島　俊子 山梨県甲府市 449 0.88

高山　成鳳 東京都荒川区 415 0.81

三村　拓磨 大阪府東大阪市 362 0.71

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 342 0.67

諏訪　雅子 栃木県小山市 303 0.59

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 270 0.53

金　祐三 東京都江東区 239 0.47

小島　敬史 京都市上京区 226 0.44

計 － 37,103 73.04

（注）１．上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が1,000千株あります。

　　　２．前事業年度末現在主要株主であった株式会社クインランドは、当事業年度末では主要株主ではなくなりまし

　　　　　た。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　76,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　50,682,000 50,682 －

単元未満株式 普通株式　9,234 － －

発行済株式総数 50,767,234 － －

総株主の議決権 － 50,682 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の失念株式等が1,000,000株含まれております。

また、「議決権の数」の欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1,000個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成21年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ

大阪府豊中市岡町２

番５号
76,000 － 76,000 0.15

計 － 76,000 － 76,000 0.15

（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に

基づき新株予約権を発行する方法により、平成17年12月22日開催の定時株主総会において決議されたものであり

ます。また、会社法第236条、第238条並びに第239条の規定に基づき新株予約権を発行する方法により、平成19年12

月26日開催の定時株主総会において決議されたものであります。当該制度の内容は次のとおりであります。

①　平成17年12月22日開催の定時株主総会の決議によるもの

決議年月日 平成17年12月22日

付与対象者の区分及び人数 監査役１名、従業員３名（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
－

（注）　提出日現在までに取締役３名が退任、従業員17名が退職しております。
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②　平成19年12月26日開催の定時株主総会の決議によるもの

決議年月日 　平成19年12月26日

付与対象者の区分及び人数
　当社取締役及び従業員に対して、取締役会において決定する人

数。

新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式

株式の数 　800,000株を上限とする。（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　（注）２

新株予約権の行使期間 　平成21年４月１日から平成26年３月31日までとする。

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、権利行使時においても当社の取締役及び従業

員であることを要する。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続人はその権利を行使する

ことはできない。

③新株予約権の質入、担保権の設定その他の処分は認められない

ものとする。

④上記①②③の詳細及びその他の条件については、当社と新株予

約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要

するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
－

（注）１．株主総会における決議の日（以下、「決議日」という。）後、当社が当社普通株式につき、株式分割、株式無償

割当又は株式併合等を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。但し、かかる調整

は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の

結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

　また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲

で付与株式数を調整するものとする。

２．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けること

ができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。

　行使価額は、新株予約権を割当てる日（以下、「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立し

ない日を除く。）のジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」とい

う。）の平均値に1.025を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。但し、その金額が割当日の前日の終値

（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近の終値）を下回る場合は、割当日の前日の終値とする。

　なお、割当日後、当社普通株式につき、株式分割、株式無償割当及び株式併合等を行う場合には、次の算式によ

り行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う場

合、（転換予約権付株式及び強制転換条項付株式の転換並びに単元未満株式売渡請求権及び新株予約権の行使

の場合を除く）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　なお、上記の算式に使用する「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分す

る自己株式数」に読み替えるものとする。さらに、上記のほか、割当日後、行使価額の調整を必要とするやむを

得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

３．平成19年12月26日開催の定時株主総会の決議による新株予約権につきましては、当社の取締役会において、

当社取締役及び従業員に対して新株予約権付与決定の決議がされておりません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1,027 28,745

当期間における取得自己株式 1,404 11,232

　（注）当期間における取得自己株式には、平成21年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 76,018 － 77,422 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成21年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。

３【配当政策】

当社は株主の皆様に対する利益配分を経営の重要課題の一つであると認識しております。配当金につきましては、

業績を反映させるとともに、今後の事業計画、財務状態等を総合的に勘案したうえで実施することを基本方針として

おります。しかし、当社は、平成16年９月期から前事業年度までの間において多額の損失を計上したことにより、累積

損失が発生しております。当面は、早期の累積損失の解消に努めるとともに、内部留保を充実させることによって、企

業体質の強化を進めるとともに、事業の成長を図っていく方針であります。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

なお、当社は、「会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議により、毎年８月31日を基準日として、中間

配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 平成20年２月 平成21年２月

最高（円） 421

915

※409

□464

385 242 77 71

最低（円） 170

155

※155

□167

153 66 35 5

　（注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第25期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。また、□は株式分割権利落後の株価を示しております。

２．第28期は、決算期変更により平成19年10月１日から平成20年２月29日までの５ヶ月となっております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年９月 10月 11月 12月 平成21年１月 ２月

最高（円） 30 23 17 13 11 9

最低（円） 18 13 10 8 9 5

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

会長
－ 光成　英一朗 昭和45年10月25日生

平成７年４月 株式会社商工ファンド（現、株

式会社ＳＦＣＧ）入社

平成12年８月 同社　執行役員就任

平成16年５月 株式会社キャスコ（現、株式会

社プラメイックキャピタル）

入社

平成18年４月 同社　事業者金融部長

平成18年８月 ジェイオーグループホール

ディングス株式会社入社　執行

役員就任

平成18年８月 株式会社南翔　代表取締役

平成19年６月 ジェイオーグループホール

ディングス株式会社　取締役就

任

平成20年４月 当社　執行役員就任

平成20年５月 当社　代表取締役就任

平成20年６月 ジェイオーグループホール

ディングス株式会社　代表取締

役常務就任　

平成21年１月 当社　取締役会長就任

平成21年２月

 

 

平成21年５月

ジェイオーグループホール

ディングス株式会社　代表取締

役社長就任　

当社　代表取締役会長就任（現

任）

（注２） －

取締役

社長

営業管理本部

本部長
長谷川　哲雄 昭和48年９月23日生

平成17年９月 ジェイオーグループホール

ディングス株式会社　入社

平成19年８月 神戸タウン株式会社　取締役就

任

平成19年12月 当社　入社　執行役員就任

平成21年１月 当社　取締役就任　営業本部本
部長

平成21年４月

平成21年５月

当社　代表取締役就任

当社　取締役社長就任　営業本

部本部長（現任）

（注２） －

取締役専務
与信管理

本部長
宮本　榮一　 昭和31年４月23日生

昭和58年９月 株式会社ダイショウ（現、株式

会社プライメックスキャピタ

ル）入社

平成17年12月 同社　執行役員就任

平成20年６月 ジェイオーグループホール

ディングス株式会社　入社　執

行役員就任

平成20年６月 王子交通株式会社　代表取締役

就任

平成20年９月 株式会社ネオ・ダイキョー自

動車学院　代表取締役就任

平成20年11月 株式会社ジェイオープランニ

ング　代表取締役就任

平成21年１月 当社　代表取締役専務就任

平成21年２月 当社　取締役専務就任　与信管

理本部長（現任）

（注２） －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役
経営管理本部

本部長
杉林　加一朗 昭和31年６月28日生

昭和54年10月 株式会社ダイショウ（現、株式

会社プライメックスキャピタ

ル）入社

平成18年９月 同社　財務部次長

平成19年６月 ジェイオーグループホール

ディングス株式会社　入社　財

務本部財務部長

平成19年９月 同社　執行役員就任

平成20年６月 当社　執行役員就任

平成21年１月 当社 取締役就任　財務管理本

部本部長

平成20年２月 当社　取締役就任　経営管理本

部本部長（現任）

（注２） －

取締役 －　 広常　秀明　 　昭和51年７月28日生

平成12年４月

平成14年８月

 

平成17年６月

 

 

 

平成17年７月

 

平成20年３月

 

平成20年５月

 

平成20年10月

 

 

平成21年５月

平成21年５月

株式会社総合オリコミ社　入社

株式会社エグゼコミュニケー

ションズ　入社

株式会社エグゼアウトソーシ

ング（現、株式会社フルキャス

トマーケティング）　監査役就

任

同社　大阪本社　業務推進部長

ジェイオーグループホール

ディングス株式会社　入社

株式会社南翔　取締役就任　営

業推進部長

ジェイオーグループホール

ディングス株式会社　営業統括

本部課長

当社　入社

当社　取締役就任（現任）

　 －

取締役 － 柏原　武利 昭和22年１月18日生

昭和45年４月 キャノンカメラ販売株式会社

入社

昭和51年９月 柏原翻訳事務所　設立

平成15年４月 フルデジタルイメージング株

式会社設立　代表取締役就任

（現任）

平成17年11月

 

 

 

平成21年５月

セキュアデザイン株式会社

（現、株式会社BgenuineTec）

設立　代表取締役会長就任（現

任）

当社　取締役就任（現任）

（注２） －

取締役 － 國枝　博昭 昭和26年２月21日生

平成12年４月 東京工業大学理工学研究科　教

授就任（現任）

平成14年４月 株式会社ビヨンド・エルエス

アイ　取締役就任

平成17年９月 同社　代表取締役就任（現任）

平成21年２月

 

 

平成21年５月

セキュアデザイン株式会社

（現、株式会社BgenuineTec）

代表取締役社長就任（現任）

当社　取締役就任（現任）

（注２） －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役 － 柏木　克彦 昭和28年12月15日生

昭和62年11月 当社　入社

平成16年９月 当社　退社

平成17年４月 当社　監査役就任（現任）

（注３） －

監査役 － 日野　利泰 昭和36年８月11日生

平成４年10月 監査法人朝日新和会計社（現

あずさ監査法人）　入社

平成９年４月 公認会計士登録

平成15年10月 日野総合会計事務所所長（現

任）

平成15年11月 税理士登録

平成18年12月 当社　監査役就任（現任）

（注３） －

監査役 － 斉藤　精一 昭和23年８月６日生

昭和45年８月 株式会社ジュン　入社

昭和52年４月 株式会社ダイショウ（現、株式

会社プライメックスキャピタ

ル）　入社

平成２年３月 同社　取締役就任　統括マネー

ジャー

平成９年６月 同社　取締役就任　営業部長

平成12年４月

平成15年６月

 

平成17年11月

平成18年12月

 

平成21年４月

平成11年５月 

同社　取締役就任　財務部長

同社　取締役就任　経営企画室

・財務部・経理部管掌

同社　取締役就任　営業本部長

日本保証システム株式会社　取

締役就任

当社　仮監査役就任

当社　監査役就任

（注４） －

　 　 　 　 計 　  

（注）１．監査役日野利泰及び斉藤精一は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　２．取締役柏原武利及び國枝博昭は、会社法上の社外取締役であります。

３．平成21年５月30日開催の定時株主総会決議による選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までであります。

４．平成18年12月28日開催の定時株主総会決議による選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までであります。

５．平成21年５月30日開催の定時株主総会決議による選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会の終結の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方

　当社は、経営の効率性と透明性を確保し、健全な企業経営を実践するために、コーポーレート・ガバナンスの充実

を経営の最重要課題の一つと位置付けております。

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①　会社の機関の基本説明

　当社は監査役制度を採用しております。監査役の定数は４名以内、社内監査役１名と社外監査役２名で監査役会

を構成しており、取締役会をはじめ社内の重要な会議に出席するなど、取締役の職務執行に関する監査に努めて

おります。

　取締役の定数は10名以内、社内取締役は６名、社外取締役２名で取締役会を構成しておりますが、取締役の責任

の明確化と経営環境の変化に迅速に対応するために、任期は１年または次期定時株主総会終結の時までとしてお

ります。また、「経営の意思決定機能」、「管理監督機能」及び「業務執行機能」の分離を図り、各機関の役割と

責任の明確化を図ることを目的として執行役員制度を導入しております。

②　当社の機関及び内部統制の概要　

③　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　取締役会につきましては、毎月１回の定時取締役会のほか、適宜、臨時取締役会を開催し、迅速な意志決定と業務

執行状況の監督が行われております。

 監査役につきましては、取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役の職務執行を監査するともに、内部監査

チームと連携して内部監査機能の充実に努めております。

 また、当社は法令遵守や企業倫理などコンプライアンス経営を推進するため、内部統制基本方針、コンプライア

ンス規程、内部通報制度規程を制定し、具体的な行動基準としてコンプライアンスマニュアル、内部通報制度ガイ

ドラインを定めるなど体制の整備に努めております。

④　内部監査及び監査役監査の状況

　当社は、経営管理本部が内部監査チームを組織し、監査役と緊密な連携をとり内部監査規程とコンプライアンス

規定に基づき、その目的に応じて人員を編成し、効率的な社内監査を図っております。また監査役は、内部監査室

または会計監査人と必要に応じて情報及び意見の交換を行い、監査の品質及び効果の向上に努めております。

EDINET提出書類

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ(E05063)

有価証券報告書

35/88



⑤　会計監査の状況

　当社は、会計監査について監査契約を当事業年度期首においては恒栄監査法人と契約しており、平成20年10月２

日より監査法人ウィングパートナーズと契約しております。両監査法人及びその業務執行社員と当社の間に特別

な利害関係はありません。

　監査業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務にかかる補助者の構成は次のとおりであります。

　業務を執行した公認会計士

　（恒栄監査法人）

　　　代表社員　業務執行役員　公認会計士　　　岡村　年起

　　　代表社員　業務執行役員　公認会計士　　　椿本　雅朗

　（監査法人ウィングパートナーズ）

　　　指定社員　業務執行社員　公認会計士　　　赤坂　満秋

　　　指定社員　業務執行社員　公認会計士　　　平賀　康麿

　監査業務に係る補助者の構成

　　　公認会計士５名、会計士補等３名

　

⑥　社外取締役及び社外監査役との関係

　当社と、当社の社外取締役２名、社外監査役１名との間には、人的関係、資本的関係、又は重要な取引関係その

他利害関係はありません。

（3）リスク管理体制の整備の状況

　当社では、各部門の長は職務権限規定に基づき付与された権限の範囲内で業務を遂行し、付与された権限を越え

る業務を行う場合は、稟議規定等による承認を要し、承認された業務の遂行に係るリスクを管理しております。

　全社的なリスク管理を担当する部署を経営管理本部とし、リスク管理における統括責任者を経営管理本部管掌

取締役とし、各部門の長と連携、情報の共有化を図ることにより全社横断的なリスク管理を行っております。

　また当社では、取締役会とは別に、原則として週１回、取締役、執行役員及び経営幹部層で構成する経営会議を開

催し、情報の共有を行うとともに、意見交換を行い、経営環境の変化に迅速的確に対応した情報把握と分析、方針

の検討を行い、適切な経営とリスク回避に努めております。

　社外からのリスク情報につきましては、顧問弁護士や監査法人等から入手するとともに、構成、適切な助言・指

導を受けてります。

(4）役員報酬及び監査報酬

　当事業年度における当社の役員及び監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであ

ります。

役員報酬 　 監査報酬

取締役に支払った報酬 971万円 　
公認会計士法第２条第１項に規定する

業務に基づく報酬
20,600千円

監査役に支払った報酬 654万円 　
上記以外の業務に基づく報酬はありま

せん。
 

計 1,625万円 　 　  

(5）取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。

(6）責任限定契約の内容の概要

　当社と社外監査役は、会社法第427条の規定に基づき、同法第423条第１項ｎ損害賠償責任を限定する契約を締結し

ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める限度額としております。

　なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大

な過失が無いときに限られます。

(7）取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、定款に定めております。

　また、取締役の選任決議は累積投票によらないものとする旨、定款に定めております。
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(8）中間配当

　　　当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議により、毎年８月31日の株主名簿に記載又は記

　　録された株主もしくは登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる旨、定款に定めております。

　　　これは、株主への機動的な利益還元を可能にするためであります。

 

(9）自己の株式の取得　

　　  当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議により自己株式を取得することができる旨を定

    款に定めております。

　　　これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等により自己の株式

    を取得することを目的とするものであります。

 

(10）株主総会の特別決議要件

　　　 当社は、会社法第309条代２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

    主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款に定めてお

    ります。

       これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

     的とするものであります。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

(1）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年10月１日から平成20年２月29日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(2）当社は、平成19年12月26日開催の第27期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を９月30日から

２月末日に変更いたしました。これに伴い、前事業年度は、平成19年10月１日から平成20年２月29日までの５ヶ月と

なっております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（平成19年10月１日から平成20年２月29日

まで）の財務諸表について、恒栄監査法人により監査を受け、当事業年度（平成20年３月１日～平成21年２月28日）

の財務諸表について、監査法人ウィングパートナーズにより監査を受けております。

なお、当社の監査法人は、次のとおり交代しております。

前々事業年度　あずさ監査法人

前事業年度　　恒栄監査法人

当事業年度　　監査法人ウィングパートナーズ
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成20年２月29日）
当事業年度

（平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 ※１  493,500   67,617  

２．売掛金 ※1,3  1,260,733   132,197  

３．テナント未収入金 　  216,937   41,774  

４．商品 　  1,458,741   329,284  

５．前渡金 　  54,183   159,442  

６．前払費用 　  33,604   1,628  

７. 仮払金　 　  －   44,691  

８．未収入金 ※３  117,749   48,847  

９．預け金 ※１  229,420   13,440  

10．短期貸付金 ※３  －   29,000  

11. 立替金　 　  －   101,585  

12．その他 　  14,516   15,998  

貸倒引当金 　  △6,557   △185,603  

流動資産合計 　  3,872,830 66.7  799,905 51.8

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物 ※１ 616,885   295,503   

減価償却累計額 　 507,919 108,966  247,496 48,006  

(2）構築物 　 2,197   329   

減価償却累計額 　 1,364 833  329 0  

(3）器具備品 　 317,309   247,384   

減価償却累計額 　 259,623 57,686  218,333 29,051  

(4）土地 ※１  103,353   85,127  

有形固定資産合計 　  270,839 4.7  162,185 10.5

２．無形固定資産 　       

(1）ソフトウェア 　  110,094   44,741  

(2) 電話加入権 　  16,895   －  

(3) のれん 　  206,448   75,015  

無形固定資産合計 　  333,437 5.7  119,757 7.8
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前事業年度

（平成20年２月29日）
当事業年度

（平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 ※１  35,471   19,766  

(2）出資金 　  1,689   1,669  

(3）長期貸付金 　  66,467   34,534  

(4) 従業員長期貸付金 　  7,409   －  

(5）破産更生債権等 　  147,869   443,718  

(6）長期前払費用 　  7,252   4,636  

(7）長期差入保証金 　  1,188,865   405,224  

(8）保険積立金 ※１  16,633   －  

(9) 長期未収入金 　  －   45,057  

 (10）その他 　  6,751   5,411  

貸倒引当金 　  △150,612   △498,861  

投資その他の資産合計 　  1,327,798 22.9  461,157 29.9

固定資産合計 　  1,932,075 33.3  743,100 48.2

Ⅲ　繰延資産 　       

１．社債発行費 　  908   －  

繰延資産合計 　  908 0.0  － －

資産合計 　  5,805,814 100.0  1,543,005 100.0

　 　       

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．買掛金 ※１  955,494   196,808  

２．短期借入金 ※1,3  1,493,808   1,205,000  

３．一年以内返済予定長期
借入金

※１  201,800   84,700  

４．一年以内償還予定社債 ※１  470,000   －  

５．未払金 ※３  259,825   279,324  

６．未払費用 　  1,391   －  

７. 未払利息 　  －   24,687  

８．未払法人税等 　  13,060   18,114  

９．前受金 　  101   1,571  

10．預り金 　  34,039   21,641  

11．前受収益 　  378   －  

12. 店舗閉鎖損失引当金　 　  －   16,320  

13．その他 　  45,461   14,820  

流動負債合計 　  3,475,358 59.9  1,862,989 120.7
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前事業年度

（平成20年２月29日）
当事業年度

（平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債 　       

１．社債 ※１  20,000   －  

２．長期借入金 ※１  43,000   －  

３．預り保証金 　  508,615   267,150  

４．繰延税金負債 　  2,106   －  

５．リース資産減損勘定 　  158,683   103,011  

固定負債合計 　  732,405 12.6  370,161 24.0

負債合計 　  4,207,764 72.5  2,233,151 144.7

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  1,783,024 30.7  1,783,024 115.6

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 1,021,008   1,021,008   

(2）その他資本剰余金 　 1,138   1,138   

資本剰余金合計 　  1,022,147 17.6  1,022,147 66.2

３．利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 △1,203,302   △3,481,106   

利益剰余金合計 　  △1,203,302 △20.7  △3,481,106 △225.6

４．自己株式 　  △4,441 △0.1  △4,471 △0.3

株主資本合計 　  1,597,427 27.5  △680,406 △44.1

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  622 0.0  △9,739 △0.6

評価・換算差額等合計 　  622 0.0  △9,739 △0.6

純資産合計 　  1,598,050 27.5  △690,145 △44.7

負債純資産合計 　  5,805,814 100.0  1,543,005 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１．商品売上高 　 16,353,912   15,494,770   

２．その他売上高 ※1,2 310,178 16,664,091 100.0 463,666 15,958,437 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１．商品期首たな卸高 　 1,594,552   1,458,741   

２．当期商品仕入高 　 14,958,993   13,857,324   

合計 　 16,553,545   15,316,066   

３．他勘定振替高 ※７　 －   605,833   

４．商品期末たな卸高 　 1,458,741 15,094,803 90.6 329,284 14,380,949 90.1

売上総利益 　  1,569,287 9.4  1,577,488 9.9
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前事業年度

（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２       

１．役員報酬 　 9,458   35,381   

２．給与手当  452,499   727,228   

３．賞与 　 －   3,030   

４．退職給付費用 　 5,800   －   

５．法定福利費  34,360   62,003   

６．福利厚生費 　 7,455   6,204   

７．広告宣伝費 　 46,913   30,535   

８．荷造運賃 　 74,766   96,698   

９．販売手数料 　 6,426   7,130   

10．旅費交通費 　 19,948   37,691   

11．通信費 　 18,253   29,809   

12．水道光熱費 　 32,441   40,115   

13．消耗品費 　 41,928   49,699   

14．減価償却費 　 43,689   101,126   

15．長期前払費用償却費 　 1,061   2,232   

16．のれん償却額 　 31,277   62,043   

17．修繕費 　 44,584   81,822   

18．地代家賃 　 195,049   264,545   

19．リース料 　 14,993   24,209   

20．支払手数料 　 197,590   514,216   

21．その他 　 22,919 1,301,419 7.8 46,231 2,221,961 13.9

営業利益又は営業損失
（△）

　  267,867 1.6  △644,473 △4.0

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 ※２ 3,479   8,581   

２．受取配当金 　 156   524   

３．受取手数料 　 2,141   6,337   

４．保険解約返戻金 　 6,552   6   

５．違約金返還収入 　 3,000   5,000   

６．受取保証料 　 2,270   －   

７．その他 　 2,003 19,602 0.1 8,011 28,460 0.2

 

EDINET提出書類

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ(E05063)

有価証券報告書

43/88



　 　
前事業年度

（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 ※２ 39,747   60,206   

２．社債利息 　 1,970   693   

３．社債発行費償却 　 649   908   

４．支払手数料 　 10,015   41,308   

５．株式交付費 　 －   7,525   

６. 貸倒引当金繰入額　 　 －   23,769   

７．その他 　 2,551 54,934 0.3 6,592 141,004 0.9

経常利益又は経常損失
（△）

　  232,535 1.4  △757,017 △4.7

Ⅵ　特別利益 　       

１．投資有価証券売却益 　 310   －   

２．賞与引当金戻入益 　 520   －   

３．固定資産売却益 ※３ 43   565   

４．過年度事業再編損失修
正益

　 15,080   －   

５．店舗等売却益 　 9,478   －   

６．貸倒引当金戻入益 　 116,064   3,675   

７．新株予約権消滅差益 　 －   28,806   

８．その他 　 － 141,497 0.8 － 33,047 0.2

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産売却損 ※４ －   67,843   

２．固定資産除却損 ※５ 1,251   8,030   

３．退職給付制度終了損 　 43,788   －   

４．減損損失 ※６ 12,597   105,778   

５. 店舗等閉鎖損失　 　 －   68,283   

６. たな卸資産評価損 　 －   193,266   

７. 貸倒損失　 　 －   552,849   

８. 貸倒引当金繰入額　 　 －   507,201   

９. 店舗閉鎖損失引当金繰入
額　

　 －   16,320   

10．その他 　 96 57,733 0.3 19,117 1,538,689 9.6

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失
（△）

　  316,299 1.9  △2,262,660 △14.2

法人税、住民税及び事業
税

　 6,478   15,143   

法人税等調整額 　 △72,783 △66,304 △0.4 － 15,143 0.1

当期純利益又は当期純
損失（△）

　  382,604 2.3  △2,277,804 △14.3
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成19年10月１日　至平成20年２月29日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金合計

平成19年９月30日残高
（千円）

1,233,030 471,014 1,138 472,153

事業年度中の変動額（千円）     

新株の発行（第三者割当増
資）

549,994 549,994  549,994

当期純利益     

自己株式の取得     

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

    

事業年度中の変動額合計
（千円）

549,994 549,994 － 549,994

平成20年２月29日残高
（千円）

1,783,024 1,021,008 1,138 1,022,147

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

繰越
利益剰余金

平成19年９月30日残高
（千円）

△1,585,907 △1,585,907 △4,419 114,857

事業年度中の変動額（千円）     

新株の発行（第三者割当増
資）

   1,099,988

当期純利益 382,604 382,604  382,604

自己株式の取得   △22 △22

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

    

事業年度中の変動額合計
（千円）

382,604 382,604 △22 1,482,570

平成20年２月29日残高
（千円）

△1,203,302 △1,203,302 △4,441 1,597,427

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年９月30日残高
（千円）

991 991 115,849

事業年度中の変動額（千円）    

新株の発行（第三者割当増
資）

  1,099,988
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評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期純利益   382,604

自己株式の取得   △22

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△369 △369 △369

事業年度中の変動額合計
（千円）

△369 △369 1,482,201

平成20年２月29日残高
（千円）

622 622 1,598,050

当事業年度（自平成20年３月１日　至平成21年２月28日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金合計

平成20年２月29日残高
（千円）

1,783,024 1,021,008 1,138 1,022,147

事業年度中の変動額（千円）     

当期純損失（△）     

自己株式の取得     

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

    

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － －

平成21年２月28日残高
（千円）

1,783,024 1,021,008 1,138 1,022,147

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

繰越
利益剰余金

平成20年２月29日残高
（千円）

△1,203,302 △1,203,302 △4,441 1,597,427

事業年度中の変動額（千円）     

当期純損失（△） △2,277,804 △2,277,804  △2,277,804

自己株式の取得   △30 △30

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

    

事業年度中の変動額合計
（千円）

△2,277,804 △2,277,804 △30 △2,277,834

平成21年２月28日残高
（千円）

△3,481,106 △3,481,106 △4,471 △680,406
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評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成20年２月29日残高
（千円）

622 622 1,598,050

事業年度中の変動額（千円）    

当期純損失（△）   △2,277,804

自己株式の取得   △30

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△10,361 △10,361 △10,361

事業年度中の変動額合計
（千円）

△10,361 △10,361 △2,288,195

平成21年２月28日残高
（千円）

△9,739 △9,739 △690,145
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④【キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

税引前当期純利益又は税引前当期
純損失（△）

　 316,299 △2,262,660

減価償却費 　 77,289 163,170

長期前払費用償却 　 1,061 2,232

社債発行費償却 　 649 908

貸倒引当金の増加額（△減少額） 　 △116,064 527,295

賞与引当金の減少額 　 △14,066 －

店舗閉鎖損失引当金の増加額　 　 － 16,320

受取利息及び受取配当金　 　 △3,635 △9,105

支払利息及び社債利息　 　 41,717 60,900

退職給付費用 　 5,800 －

固定資産売却益 　 － △565

過年度事業再編損失修正益　 　 △15,080 －

固定資産売却損　 　 － 67,843

固定資産除却損 　 1,251 8,030

退職給付制度終了損 　 43,788 －

減損損失　 　 12,597 105,778

たな卸資産評価損　 　 － 193,266

貸倒損失　 　 － 552,849

売上債権の減少額 　 179,835 1,128,535

破産更生債権等の減少額 　 104,667 －

たな卸資産の減少額 　 115,810 897,370

仕入債務の減少額 　 △875,751 △863,945

長期差入保証金の減少額 　 3,148 619,997

預り保証金の減少額 　 △6,461 △241,465

その他 　 △82,180 358,428

小計 　 △209,322 1,325,184

利息及び配当金の受取額 　 4,868 9,038

利息の支払額 　 △47,814 △35,485

法人税等の支払額 　 △23,062 △10,089

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △275,330 1,288,648
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前事業年度

（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

定期預金の預入による支出 　 △500 △500

定期預金の払戻による収入 　 － 219,000

有形固定資産の取得による支出 　 △14,194 △4,526

有形固定資産の売却による収入 　 4,262 7,522

投資有価証券の取得による支出 　 △1,646 △1,867

投資有価証券の売却による収入 　 － 1,672

貸付による支出　 　 － △1,363,980

親会社に対する貸付による支出　　 　 － △165,000

貸付金の回収による収入　 　 12,798 486,917

親会社に対する貸付金の回収によ
る収入

　 － 145,000

ソフトウェアの取得による支出 　 △22,663 △2,000

保証金の差入による支出 　 － △26,673

保証金の返還による収入 　 7,401 173,318

保険積立金の解約による収入 　 20,836 3,787

その他 　 △1,487 △29,764

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 4,807 △557,093

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

短期借入れによる収入 　 6,800,349 8,330,500

短期借入金の返済による支出 　 △6,170,361 △8,619,308

長期借入金の返済による支出 　 △220,360 △160,100

社債の償還による支出 　 △70,000 △490,000

その他 　 △22 △30

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 339,605 △938,938

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額（△減少
額）

　 69,082 △207,383

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 150,417 219,500

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 219,500 12,117
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 　　　　　　　　　―――――― 　当社は平成19年９月期において想定していた合併効果が

十分に得られなかったことや事業再編に伴い、当該事業年

度末において２億93百万円の営業損失と15億89百万円の当

期純損失を計上した結果、当該事業年度末における純資産

額が期首と比較して大幅に減少し１億15百万円となり、継

続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりました。

　当該事象を解消すべく、経営陣の刷新と抜本的な経営体制

の見直し、本業であるTVゲーム事業の収益性改善のための

効率化及びスリム化、販売費及び一般管理費を中心とした

コスト削減、不採算事業からの撤退や譲渡、JOGHDからの融

資についてデッド・エクイティ・スワップによる第三者割

当増資の実行等を行ってまいりました。   

　その結果、平成20年２月の純資産は15億98百万円、当期純

利益は３億82百万円を計上できるまで回復させ、継続企業

の前提に関する疑義を解消させました。   

　しかし、兄弟会社であるJO建設株式会社が平成20年６月２

日大阪地方裁判所へ民事再生の申立を行ったことにより、

JOGHDグループ全体の社会的信用の低下を招くこととなり

ました。このような状況に対応するために当社は、JOGHDと

の株式交換契約の合意解除や別事業会社との資本提携等も

視野に入れた事業展開などを図ることで、当社主力事業の

TVゲーム関連事業において与信を急速に回復し、商品供給

体制を安定させることに懸命に努めてまいりました。

　このような対応にも係わらず、 

（１）与信低下に伴うメーカーとの取引形態の変化（前渡

　　　金の支払い増加）

（２）現金収支のタイミングが変わったことや資金調達が

　　　困難なことから、資金繰りの一時的悪化

（３）主要な財務指標の悪化や当社株価の低下

　などの影響が生じております。  

　このほか、JO建設株式会社の民事再生に伴い、当事業年度

において同社に対する貸付債権６億15百万円の

うち回収可能性のない５億52百万円を貸倒損失として特別

損失に計上し、さらに回収可能性の低い債権に対する貸倒

引当金の設定や棚卸資産の評価損を併せて特別損失に計上

したことから、当期純損失は22億77百万円と大幅な減益と

なり、債務超過の状況に陥っております。  

　また、当事業年度において、金融機関からの新たな資金調

達や既存借入金の返済が困難な状況となっていることも

加え、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しており

ます。 
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前事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 　　　　　　　　　―――――― 当社は当該状況を解消すべく、平成21年4月23日に公表いた

しました「業務提携に関する基本合意締結に関するお

知らせ」のとおり、株式会社BgenuineTec（以下、ＢＧＴ社）

との業務提携の合意を交わしており、以下のことを

実施してまいります。  

（１） 現在使用している顧客・会員管理システムの見直

　　　 し、低コスト化

（２） セキュリティの高いインターネット販売システム

　　　 の構築

（３） 将来におけるゲーム機への指紋認証技術の搭載の

　　　 提案

（４） BGT社より役員を受け入れることによる経営分離

の

       明確化

　このほか、早急な資本増強の実施も予定しており、この実

現により、収益基盤が回復すると共に、与信回復や資金の安

定を図ることが可能となり、結果として財務指標や株価の

回復も想定できると考えるところから、継続企業の前提に

関する重要な疑義を解消できるものと判断しております。

  

　従いまして、財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義を財務諸表には反映しており

ません。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

(1）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．デリバティブの評価基準 　時価法 同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）ＣＤ、ゲームソフト及び関連商品並び

に中古書籍

　総平均法による原価法

(1）ＣＤ、ゲームソフト及び関連商品並び

に中古書籍

同左

   
 (2）新刊書籍及び雑貨

　売価還元法

(2）新刊書籍及び雑貨

同左

 (3）その他の商品

　最終仕入原価法

(3）その他の商品

同左

   
   

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法

　ただし、取引先に対して貸与している

器具備品については、定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び附属設備　３年から39年

(1）有形固定資産

　　定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除く

　）については定額法）を採用しており

ます。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　建物　　　　　　　５～50年

　機械及び装置　　　２～10年

　　

 （追加情報）

当事業年度より、法人税法改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取得価

額の５％に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

この変更に伴う損益に与える影響は

軽微であります。
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項目
前事業年度

（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 (2）無形固定資産

ソフトウェア

　自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法

(2）無形固定資産

ソフトウェア

同左

 のれん

５年間で均等償却

のれん

同左

 (3）長期前払費用

　定額法

(3）長期前払費用

同左

 (4）少額減価償却資産

　取得価額が10万円以上20万円未満の資

産については、３年均等償却

(4）少額減価償却資産

同左

５．繰延資産の処理方法 (1）社債発行費

　３年間で均等償却

(1）社債発行費

同左

   

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備える

ため、当事業年度の負担すべき支給見込

額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

 なお、当事業年度におきましては、給

与規定に基づく賞与支給要件に達して

いないため、賞与引当金を計上しており

ません。

　

   
 （追加情報） 

当社は平成19年12月31日をもって、退

職金制度を廃止しております。

当該廃止に伴い、退職給付制度終了損

43,788千円を特別損失として計上して

おります。
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項目
前事業年度

（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

　消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。

消費税等の処理方法

同左
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

―――――― （貸借対照表）

　 　前事業年度において流動資産の「その他」に含めて表示

しておりました「仮払金」（前事業年度末349千円）は、資

産の総額の100分の1以上となったため、独立科目で掲記す

ることに変更いたしました。

　前事業年度において流動資産の「その他」に含めて表示

しておりました「立替金」（前事業年度末13,492千円）は、

資産の総額の100分の1以上となったため、独立科目で掲記

することに変更いたしました。

　―――――― （損益計算書）

　 　前事業年度において特別損失の「その他」に含めて表示

しておりました「固定資産売却損」（前事業年度末96千

円）特別損失の総額の100分の10以上となったため、独立科

目で掲記することに変更いたしました。

　―――――― （キャッシュ・フロー計算書）

　 　前事業年度において投資活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めて表示しておりました「貸付による支

出」（前事業年度末500千円）は、独立科目で掲記すること

に変更いたしました。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年２月29日）

当事業年度
（平成21年２月28日）

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。

(イ)担保に供している資産

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。

(イ)担保に供している資産

預け金 229,420千円

定期預金 213,000

保険積立金 16,633

　計 459,053

定期預金 55,000千円

売掛金 3,675

建物 4,723

土地 84,518

投資有価証券 12,702

　計 160,619

(ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務

買掛金 11,643千円

短期借入金 563,808

社債（一年内償還予定分含

む）

390,000

長期借入金（一年内返済予

定分含む）

145,000

　計 1,110,451

短期借入金 955,000

長期借入金（一年内返済予

定分含む）

35,000

　計 990,000

　２．偶発債務

(1）リース会社への未払リース残高に対して保証予

約を行っております。

　２．偶発債務

(1）リース会社への未払リース残高に対して保証予

約を行っております。

リース債務 ㈱モアグッドタイム 10,514千円

　　計 　 10,514

リース債務 ㈱モアグッドタイム 2,055千円

　　計 　 2,055

※３．関係会社に対する資産、負債には、区分掲記された

もののほか、次のものがあります。

※３．関係会社に対する資産、負債には、区分掲記された

もののほか、次のものがあります。

売掛金 252千円

未収入金 689千円

未払金 1,273千円

短期貸付金 29,000千円

短期借入金 150,000千円

未払金 17,025千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

※１．その他売上高の内訳は、次のとおりであります。 ※１．その他売上高の内訳は、次のとおりであります。

ＦＣロイヤリティ 151,852千円

販促協力金 6,734

開店指導料 300

加盟金 2,000

加盟店研修費 100

携帯電話新規・継続コミッ

ション

141,332

携帯電話端末等卸売 7,858

計 310,178

ＦＣロイヤリティ 296,998千円

販促協力金 11,794

開店指導料 900

加盟金 1,476

加盟店研修費 100

携帯電話新規・継続コミッション 117,457

携帯電話端末等卸売 34,940

計 463,666

※２．関係会社との取引に係るものが、次のとおり含まれ

ております。

※２．　　　　　　　――――――

売上高 1,370千円

販売費及び一般管理費 9,176千円

受取利息 19千円

支払利息 13,418千円

 

※３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 ※３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

器具備品 43千円

計 43

建物 63千円

器具備品 426

その他 75

計 565

※４． 　　　　　　　　―――――― ※４．固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

 建物 12,821千円　

器具備品 1,960

構築物 324　

その他　 52,737　

計 67,843

※５．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

器具備品 137千円

その他 1,113

計 1,251

　

※５．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 5,915千円

器具備品 2,115

計 8,030
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前事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

※６．当社は、以下の資産グループについて減損損失を計

上しております。

※６．当社は、以下の資産グループについて減損損失を計

上しております。

場所 用途 種類
金額
（千円）

大阪府豊中市 ＦＣ営業権 のれん 4,500

大阪府豊中市 電話加入権 その他 2,611

神戸市東灘区
ほか

店舗
器具備品ほ
か

5,485

合計 － － 12,597

場所 用途 種類
金額
（千円）

神戸市中央区 遊休資産 建物・土地 21,578

大阪府豊中市 FC営業権 のれん 69,388

　全地区 通信の用　 電話加入権 14,811

合計 － － 105,778

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として

店舗ごとに、また、賃貸用資産については、物件ごとに、のれ

んについてはブランドグループごとにグルーピングを行

なっております。

売上の不振により、一部の店舗及びのれん等につきまし

ては営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマ

イナスとなっているため、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたし

ました。

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として

店舗ごとに、また、賃貸用資産については、物件ごとに、のれ

んについてはブランドグループごとにグルーピングを行

なっております。

上記資産については、収益性の悪化や市場価値の下落及

び使用状況を鑑み、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

減損損失の内訳 減損損失の内訳

器具備品 1,432千円

のれん 4,500

リース資産 4,053

その他 2,611

計 12,597

建物 3,352千円

土地 18,225

のれん　 69,388

電話加入権 14,811

計 105,778

なお、当資産グループの回収可能価額につきましては、使

用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを

3.8％で割り引いて算定しております。

なお、当資産グループの回収可能価額につきましては、使

用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを

3.8％で割り引いて算定しております。

※７． 　　　　　　　　―――――― ※７．他勘定振替高の主な内容は以下のとおりでありま

す。

店舗売却に伴う商品の減少 605,833千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成19年10月１日　　至　平成20年２月29日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前事業年度末

（株）
増加
（株）

減少
（株）

当事業年度末
（株）

普通株式 27,363,234 23,404,000 － 50,767,234

（注）　普通株式の株式数の増加23,404,000株は、デット・エクイティ・スワップによる第三者割当増資によるもの

であります。

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末

（株）
増加
（株）

減少
（株）

当事業年度末
（株）

普通株式 74,471 520 － 74,991

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加520株は、単元未満株式の買取によるものであります。

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成20年３月１日　　至　平成21年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前事業年度末

（株）
増加
（株）

減少
（株）

当事業年度末
（株）

普通株式 50,767,234 ― ― 50,767,234

　

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末

（株）
増加
（株）

減少
（株）

当事業年度末
（株）

普通株式 74,991 1,027 ― 76,018

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加1,027株は、単元未満株式の買取によるものであります。

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成20年２月29日現在）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成21年２月28日現在）

現金及び預金勘定 493,500千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△274,000

現金及び現金同等物 219,500

現金及び預金勘定 67,617千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△55,500

現金及び現金同等物 12,117

　２．重要な非資金取引の内容

　　現物出資による短期借入金の減少

　 1,099,988千円

　２．　　　　　　　―――――
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

減損損失
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

器具備品 85,357 63,271 － 22,086

ソフト
ウェア

243,490 102,216 141,273 －

合計 328,847 165,487 141,273 22,086

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額
相当額
（千円）

減損損失
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

器具備品 83,310 75,851 ― 7,459

ソフト
ウェア

242,138 101,766 140,372 ―

合計 325,449 177,617 140,372 7,459

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額 　

　１年内 63,929千円

　１年超 103,550千円

　　合計 167,479千円

　リース資産減損勘定の残高 141,273千円

　未経過リース料期末残高相当額 　

　１年内 54,145千円

　１年超 49,145千円

　　合計 103,291千円

　リース資産減損勘定の残高 91,944千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 30,171千円

減価償却費相当額 28,434千円

支払利息相当額 1,886千円

減損損失 141,273千円

支払リース料 67,256千円

リース資産減損勘定の取崩高 48,427千円　

減価償却費相当額 14,826千円

支払利息相当額 3,608千円
  

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

  

EDINET提出書類

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ(E05063)

有価証券報告書

61/88



（有価証券関係）

１．子会社株式で時価のあるもの

前事業年度（平成20年２月29日）及び当事業年度（平成21年２月28日）において子会社株式で時価のある

ものはありません。

２．その他有価証券で時価があるもの

　 種類

前事業年度（平成20年２月29日） 当事業年度（平成21年２月28日）

取得原価
（千円）

貸借対照表
計上額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

貸借対照表
計上額
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えるもの

(1)株式 11,824 17,000 5,175 1,954 2,892 937

(2）債券       

国債・地方債

等
－ － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － －  

小計 11,824 17,000 5,175 1,954 2,892 937

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えないもの

(1)株式 20,723 18,276 △2,447 30,167 16,678 △13,488

(2）債券       

国債・地方債

等
－ － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

(3)その他 － － － － － －

小計 20,723 18,276 △2,447 30,167 16,678 △13,488

合計 32,547 35,276 2,728 32,121 19,570 △12,551

　（注）　時価が50％以上下落した場合は減損処理の対象とし、30％以上50％未満の下落については個別に減損の判定を

行っております。

３．前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度(自平成19年10月１日　至平成20年２月29日) 当事業年度(自平成20年３月１日　至平成21年２月28日)

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

0 310 － 1,660 － 632

４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額

種類
前事業年度（平成20年２月29日） 当事業年度（平成21年２月28日）

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券   

非上場株式 195 195

合計 195 195

　

５．その他有価証券のうち、満期があるものの今後の償還予定額

　前事業年度（平成20年２月29日現在）及び当事業年度（平成21年２月28日現在）において、該当事項はあり

ません。
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

(1）取引の内容

　当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ

取引であります。

同左

　

(2）取引に対する取組方針

　当社は、現在及び将来の金利変動リスクの軽減又は回避

を目的としており、投機的な取引は行わない方針であり

ます。

　

　

(3）取引の利用目的

当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利

市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的

で利用しています。

なお、ヘッジの対象としていた借入金については全額

返済しており、現在はヘッジ対象はありません。

　

　

　

(4）取引に係るリスクの内容

　当社が利用している金利関連のデリバティブ取引につ

いては、市場金利の変動によるリスクを有しています。

　なお、当社のデリバティブ取引の契約先は、いずれも、信

用度の高い国内の取引金融機関であるため、相手方の契

約不履行によるリスクはほとんどないと認識していま

す。

　

　

(5）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及

び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、財経部が、決

裁担当者の承認を得て行っています。

　

　

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

　取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あく

までもデリバティブ取引における名目的な契約額、又は、

計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ

取引のリスクの大きさを示すものではありません。

　

　

２．取引の時価等に関する事項

前事業年度（平成20年２月29日）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

区分 種類
契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外

の取引
金利スワップ取引 100,000 － △99 21

　（注）１．時価の算定方法

　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

当事業年度（平成21年２月28日）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

区分 種類
契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外

の取引
金利スワップ取引 － － － －

　（注）１．時価の算定方法

　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

（退職給付関係）

前事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当社は平成19年12月31日をもって、退職金制度を廃止

しております。

当該廃止に伴い、退職給付制度終了損43,788千円を特別

損失として計上しております。

―――――
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年２月29日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

決議年月日 平成16年12月24日 平成17年12月22日

付与対象者の区分及

び人数
当社従業員　１名

当社取締役　９名

当社監査役　３名

当社従業員　34名

ストック・オプショ

ン数（注）
普通株式　 6,000株 普通株式 1,920,000株

付与日 平成17年２月1日 平成18年２月16日

権利確定条件

付与日（平成17年２月１日）

以降、権利確定日（平成19年

１月31日）まで、当社又は当

社の完全子会社の取締役、監

査役又は従業員（顧問、相談

役を含む。）であること。

付与日（平成18年２月16日）

以降、権利確定日（平成20年

２月29日）まで、当社又は当

社の完全子会社の取締役、監

査役、従業員、顧問、又は相談

役のいずれかであること。

対象勤務期間
平成17年２月１日～

平成19年１月31日

平成18年２月16日～

平成20年２月29日

権利行使期間
平成19年２月１日～

平成21年１月31日

平成20年３月１日～

平成22年２月28日

　（注）　上記に記載された株式数は、平成17年５月20日付株式分割（株式１株につき３株）による株式分割後の株式数に

換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

　 （単位：株）

決議年月日 平成15年12月25日 平成16年12月24日 平成17年12月22日

権利確定前 　 　 　

前事業年度末未確

定残
－ － 1,467,000

付与 － － －

失効 － － 1,172,000

権利確定 － － －

当事業年度末未確

定残
－ － 295,000

権利確定後    

前事業年度末未行

使残
42,000 6,000 －

権利確定 － － －

権利行使 － － －

失効 42,000 － －

当事業年度末未行

使残
－ 6,000 －

②単価情報

　 （単位：円）

決議年月日 平成15年12月25日 平成16年12月24日 平成17年12月22日

権利行使価格 71 123 329

行使時平均株価 － － －

公正な評価単価（付

与日）
－ － －

　（注）　平成17年５月20日付をもって１株を３株に分割しており、平成15年12月25日決議のストック・オプションは付与

時の権利行使価格の調整を行っております。

当事業年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

決議年月日 平成15年12月25日 平成16年12月24日 平成17年12月22日

付与対象者の区分及

び人数

当社取締役　２名

当社従業員　16名
当社従業員　１名

当社取締役　９名

当社監査役　３名

当社従業員　34名

ストック・オプショ

ン数（注）
普通株式 228,000株 普通株式　 6,000株 普通株式 1,920,000株

付与日 平成16年１月15日 平成17年２月1日 平成18年２月16日

権利確定条件

付与日（平成16年１月15日）

以降、権利確定日（平成18年

１月14日）まで、当社又は当

社の完全子会社の取締役、監

査役又は従業員（顧問、相談

役を含む。）であること。

付与日（平成17年２月１日）

以降、権利確定日（平成19年

１月31日）まで、当社又は当

社の完全子会社の取締役、監

査役又は従業員（顧問、相談

役を含む。）であること。

付与日（平成18年２月16日）

以降、権利確定日（平成20年

２月29日）まで、当社又は当

社の完全子会社の取締役、監

査役、従業員、顧問、又は相談

役のいずれかであること。
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決議年月日 平成15年12月25日 平成16年12月24日 平成17年12月22日

対象勤務期間
平成16年１月15日～

平成18年１月14日

平成17年２月１日～

平成19年１月31日

平成18年２月16日～

平成20年２月29日

権利行使期間
平成18年１月15日～

平成20年１月14日

平成19年２月１日～

平成21年１月31日

平成20年３月１日～

平成22年２月28日

　（注）　上記に記載された株式数は、平成17年５月20日付株式分割（株式１株につき３株）による株式分割後の株式数に

換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

　 （単位：株）

決議年月日 平成16年12月24日 平成17年12月22日

権利確定前 　 　

前事業年度末未確定残 － 295,000

付与 － －

失効 － 241,000

権利確定 － －

当事業年度末未確定残 － 54,000

権利確定後   

前事業年度末未行使残 6,000 －

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 6,000 －

当事業年度末未行使残 － －

②単価情報

　 （単位：円）

決議年月日 平成16年12月24日 平成17年12月22日

権利行使価格 123 329

行使時平均株価 － －

公正な評価単価（付与日） － －
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

繰越欠損金 1,446,230千円

事業再編損失 46,133

減損損失 170,514

商品評価損 50,624

その他 2,627

繰延税金資産小計 1,716,130

評価性引当額 △1,716,130

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額 △2,106

繰延税金負債計 △2,106

繰延税金負債の純額 △2,106

繰延税金資産  

繰越欠損金 2,088,411千円

事業再編損失 12,441

減損損失 148,151

商品評価損 36,346

貸倒引当金損金算入限度額超過

額

329,947

その他 14,594

繰延税金資産小計 2,629,894

評価性引当額 △2,629,894

繰延税金資産合計 －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　 （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

住民税の均等割 2.5

交際費等永久に損金に算入されない項

目
0.1

評価性引当額 △63.0

その他 △1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △21.0

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　　

　　税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を省

略しております。

（持分法損益等）

前事業年度（平成20年２月29日現在）及び当事業年度（平成21年２月28日現在）において、該当事項はありませ

ん。
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【関連当事者との取引】

前事業年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年２月29日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名　　称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

ジェイ

オーグ

ループ

ホール

ディング

ス㈱

神戸市

中央区
500,000

純粋持株会

社

(被所有)

直接

63.99％

役員の

兼任

１名

－

資金の借入

（注３）
949,994 － －

利息の支払

（注３）
13,418 未払金 12

利息の受取

（注３）
19  － －

業務受託

 （注２）
1,169 － －

その他の

関係会社

㈱クイン

ランド

（注５）

神戸市

東灘区
6,950,144

ウェブマー

ケティング

戦略企画、

構築、運営

支援

(被所有)

直接

11.82％ 

－ －

ポータルサ

イト運営・

保守費用等

（注１）

1,143
破産更生

債権等
2,812

　（注）１．ポータルサイト運営・保守については、市場価格を勘案して、一般取引条件と同様に決定しております。

２．業務受託については、当該業務にかかる人員が支給されている給与の額を基準として決定しております。

３．資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

４．上記金額のうち、取引金額には消費税は含まれておりません。

５．株式会社クインランドは、平成20年２月25日付のジェイオーグループホールディングス株式会社に対する

デット・エクイティ・スワップによる第三者割当増資を行った結果、「その他の関係会社」に該当しないこ

ととなっております。

なお、上記金額は当該期間及び期間末の数値を記載しております。

(2）役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

(3）兄弟会社等

属性
会社等の
名　　称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の子

会社

神戸タウ

ン㈱

神戸市

中央区
90,000

広告メディ

ア及び携帯

電話販売代

理店

－ － －
業務委託

（注２）
3,619 未払金 1,000

親会社の子

会社

㈱シェ

アード

サービス

神戸市

中央区
90,000

経理・財務

・人事関連

業務の請負

－ － －
業務委託

（注２）
285 未払金 60

親会社の子

会社

㈱メディ

アクリエ

イト

大阪市

西区
259,967

コールセン

ター運営の

コンサル

ティング等

－ － －

タイトル

データ販売

（注１）

1,370 売掛金 252

親会社の子

会社

㈱クリエ

イトライ

フ

大阪市

中央区
20,000 人材派遣業 － － －

派遣社員の

受入

（注１）

179 未払金 201

親会社の子

会社

㈱建築環

境評価セ

ンター

東京都

港区
90,000

不動産・土

壌の調査業

務

－ － －
業務受託

（注２）
2,779 未収入金 689

　（注）１．タイトルデータ販売、派遣社員の受入については、市場価格を勘案して、一般取引条件と同様に決定しており

ます。

２．業務委託および業務受託については、当該業務にかかる人員が支給されている給与の額を基準として決定し

ております。

３．上記金額のうち、取引金額には消費税は含まれておりません。

当事業年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

(1）親会社及び法人主要株主等
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属性
会社等の
名　　称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

ジェイ

オーグ

ループ

ホール

ディング

ス㈱

神戸市

中央区
558,502

純粋持株会

社

(被所有)

直接

63.99％

役員の

兼任

１名

－

資金の貸付

（注１）
165,000

短期貸付

金
20,000

資金の借入

（注１）
202,700

短期借入

金
135,000

業務受託

 （注３）
111,322 未払金 17,025

　（注）１．資金の借入及び貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

２．業務委託については、当該業務にかかる人員が支給されている給与の額を基準として決定しております。

　　　　３．上記金額のうち、取引金額には消費税は含まれておりません。

なお、上記金額は当該期間及び期間末の数値を記載しております。

(2）役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

(3）兄弟会社等

属性
会社等の
名　　称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の子

会社

　

ジェイ

オー建設

㈱

　

神戸市

中央区

　

　

400,000

 

建設事業

不動産事業

　

－

　

－

　

－

　

資金の貸付

（注１）
935,000

短期貸付

金
―

破産更生債

権

　

615,000
破産更生

債権　
615,000

親会社の子

会社
㈱南翔

神戸市

中央区
90,000

飲食店の経

営
－ － －

資金の貸付

（注１）
71,000

短期貸付

金
49,000

親会社の子

会社
キャル㈱

神戸市

中央区
111,710

その他の事

業
－ － －

資金の借入

（注１）
26,500

短期借入

金
―

親会社の子

会社

播州交通

㈱

兵庫県

加古川市
22,500

交通関係事

業
－ － －

資金の借入

（注１）
38,000

短期借入

金
15,000

親会社の子

会社

神戸タウ

ン㈱

神戸市

中央区
90,000

広告メディ

ア及び携帯

販売

－ － －
資金の借入

（注１）
15,500

短期借入

金
―

親会社の子

会社

㈱建築環

境評価セ

ンター

東京都

中央区
90,000

不動産・土

壌の調査業

務

－ － －
資金の借入

（注１）
24,300

短期借入

金
―

　（注）１．資金の借入及び貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

２．ジェイオー建設㈱、㈱南翔、キャル㈱及び神戸タウン㈱は、売却等により対象外となった時点の残高を記載し

ております。

３．上記金額のうち、取引金額には消費税は含まれておりません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１株当たり純資産額 31円53銭

１株当たり当期純利益 13円64銭

１株当たり純資産額 △13円　61銭

１株当たり当期純損失 44円　93銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

１株当たり当期純損失のため記載しておりません。

　（注）１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
382,604 △2,277,804

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は普通株式

に係る当期純損失（△）（千円）
382,604 △2,277,804

期中平均株式数（株） 28,058,625 50,767,234

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － －

（うち自己株式取得方式によるストック

・オプション）
（－） （－）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

平成16年12月24日定時株主総会決

議および平成17年12月22日定時株

主総会決議による自己株式取得方

式のストック・オプション。これら

の詳細は、「第４　提出会社の状況　

１　株式等の状況　(2)新株予約権等

の状況」に記載のとおりでありま

す。

――――――
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

（社債の買入と消却）

当社は、平成17年８月31日に発行した第３回無担保社債

の一部未償還残高および平成18年７月31日に発行した第７

回無担保社債の一部未償還残高を、それぞれ買入、消却して

おります。

その概要は、以下のとおりです。

(1)買入・償却する社債の
種類及び額

株式会社NESTAGE第３回
無担保社債　100,000千円

(2)償還の方法 買入・消却  

(3)償還の時期 平成20年３月21日

(4)償還のための資金調達
の方法

自己保有余剰資金 

(5)社債の減少による支払
利息の減少見込額

1,040千円

(1)買入・償却する社債の
種類及び額

株式会社NESTAGE第７回
無担保社債　210,000千円

(2)償還の方法 買入・消却  

(3)償還の時期 平成20年３月21日

(4)償還のための資金調達
の方法

自己保有余剰資金

(5)社債の減少による支払
利息の減少見込額

6,143千円 

（直営部門の一部事業譲渡）

当社は、平成20年３月31日開催の取締役会において、当社

がTVゲーム関連事業、AV（オーディオビジュアル）関連事

業、書籍関連事業のうち直営部門において運営しておりま

す９店舗に関し、事業譲渡することについて検討を開始す

ることを決議いたしました。

有価証券報告書提出日(平成20年５月29日)現在、事業譲渡

契約書の締結は完了しておりますが、一部の契約について

は協議中であります。

　

 １．当該事業の譲渡先の名称、住所、代表者の氏名、資本金

及び事業の内容

(1)名称 株式会社ティー・エス・ケー

(2)所在地 京都市上京区下長者町、小川西入鷲司
町62

(3)代表者の氏名 代表取締役社長　乗松　良徳

(4)資本金 1,000万円

(5)事業の内容 マンション・テナント管理、TUTAYA
等のFC展開

　（業務提携に関する基本合意締結）

当社は、平成21年４月23日開催の取締役会において株式

会社BgenuineTecとの業務提携を締結することを決議し、同

日付で業務提携に関する基本合意書を締結いたしました。

（1）目的

①現在使用している顧客・会員管理システムの見直し、

低コスト化

②セキュリティの高いインターネット販売システムの

構築

③将来におけるゲーム機への指紋認証技術搭載の提案

（2）契約の内容

それぞれの業務に関し相互に協力・提携し、またそ

れぞれの業務の特性・強みを相互に生かすことによ

り、将来におけるゲーム機への指紋認証システムの搭

載、セキュリティの高いインターネット通信販売シス

テムの構築や顧客・会員管理の一元化等についての

研究、開発、販売等に関し、拡充、発展を目指すことを

相互に確認し、合意いたしました。

また相互業務に関し、相互に情報の交換、人材の交流、

技術上及び経営上の助言・指導、株式会社BgenuineTec

より社外取締役の受入、その他それぞれの業務の拡充

・発展に資するものと両当事者が判断した事項を相

互に協力を実施する旨を合意しております。

（3）株式会社BgenuineTecの概要

①商号　株式会社BgenuineTec（ビー・ジェネンテッ

ク）

　（証券コード：ＢＧＴＩ、ロンドン証券市場ＡＩＭ）

②主な事業内容

指紋認証を始めとする生体認証技術・製品開発及び

販売・ライセンス・ソリューション提供

③設立年月日　2005年11月22日

④本店所在地　東京都中央区日本橋堀留町一丁目９番２

号

⑤代表者　國枝　博昭

⑥資本金の額　893,614,055円（2009年４月20日現在）

⑦従業員数　20名

　（4）日程

①取締役会決議　平成21年４月23日

②基本合意書締結　平成21年４月23日
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前事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 ２．当該事業譲渡の内容

(1)TVゲーム関連事業

新品及び中古TVゲームソフト・ハードの販売

(2)AV（オーディオビジュアル）関連事業

新品及び中古のCD・DVD・ビデオの販売並びにレン

タル

(3)書籍関連事業

新刊書籍・雑誌等を販売するほか、中古書籍の買取・

販売

(4)譲渡を行う店舗及び所在地

店名 所在地

ワンダーパニック豊中店 大阪府豊中市本町1-8-6

ワンダーパニック池田店 大阪府池田市満寿美町2-8

復活書房　服部店
大阪府豊中市服部南町
1-7-12-101

復活書房　伊丹店 兵庫県伊丹市大鹿7-34

復活書房　岡本店 神戸市東灘区岡本1-3-22

復活書房　西宮店 兵庫県西宮市大屋町30－9

復活書房　潮江店 兵庫県尼崎市潮江2-25-15

復活書房　小林店 兵庫県宝塚市小林4-87-7

レストアストアー京都新堀
川店

京都市伏見区竹田松林町8番

 ３．対象事業の業績

(1)前事業年度（平成19年９月期）

　 事業譲渡店舗

 売上高 2,104百万円

 売上総利益 635百万円

 営業利益 59百万円

 経常利益 ６百万円

　

(2)当事業年度（平成20年２月期）

　 事業譲渡店舗

 売上高 773百万円

 売上総利益 226百万円

 営業利益 ７百万円

 経常利益 ７百万円

（注）当事業年度は、決算期変更に伴い５ヶ月の変則
決算となっております。

　（店舗の閉鎖）

　当社は、平成21年４月28日開催の取締役会におきまし

て、すべての直営店25店舗とダイエー様委託型の32店舗

を閉鎖することを決議いたしました。

　これにより、コスト削減が見込まれますが、その一方で

販売店舗が減少することで売上が減少する可能性があり

ます。

　

　　(親会社の上場廃止）

　当社の親会社であるジェイオーグループホールディン

グス株式会社は、平成21年５月29日開催の取締役会にお

いて、株券上場廃止基準第２条第１項第４号規定の事業

の現状、今後の展開、事業計画の改善その他大阪証券取引

所が必要と認める事項を記載した書面を、平成21年５月

末までに、大阪証券取引所に提出しない旨の決議をいた

しました。

　今後は以下の日程で、大阪証券取引所において上場廃止

となる予定です。

　上場廃止の決定　　平成21年５月31日（日）

　整理銘柄指定期間　平成21年６月１日（月）

　　　　　　　　　　　　　～６月30日（火）

　上場廃止日　　　　平成21年７月１日（水）
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前事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 ４．対象事業の資産

流動資産 300百万円

固定資産 28百万円

固定負債 18百万円

 ５．譲渡価格及び決済方法

譲渡価格 361百万円

決済方法 現金決済

（多額の資金の借入）

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、極度貸付

契約を締結し、平成20年４月30日に借入を実施いたしまし

た。

１．借入先の名称

株式会社ガリアプラス

２．借入金額、借入条件

400百万円

利率9.75％

貸越極度額の総額 400百万円

借入実行残高 400百万円

差引借入未実行残高 －百万円

３．契約期間

平成20年４月28日から平成25年４月27日

４．担保提供資産

売掛金　1,092百万円（平成20年２月末現在）

（集合債権譲渡担保契約）

５．その他

当社の親会社であるジェイオーグループホールディ

ングス株式会社が、当該極度貸付契約に関して連帯保証

人となっております。

（資金の貸付）

当社は、グループ企業であるジェイオー建設株式会社

が、その取引先である株式会社ミキシング（平成20年５月

16日民事再生申立）に対する工事物件の引渡し及び代金

の決済が実行されなかったことにより、ジェイオー建設株

式会社他へ一時的な短期資金の貸付を平成20年４月及び

５月に行っており、有価証券報告書提出日（平成20年５月

29日）現在、グループ企業に対し下記の貸付を実行してお

ります。

貸付先の名称 貸付金額 返済期日　

株式会社南翔 50百万円 平成20年５月30日　

ジェイオー建設
株式会社

615百万円　 平成20年５月30日
及び６月30日　

なお、貸付利率については、当社の資金調達条件を勘案

して決定しております。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ
14,000 6,356

㈱ゴトー 28,500 6,868

コナミ㈱ 1,100 1,542

㈱伊予銀行 2,000 2,070

㈱トマト銀行 8,000 1,912

㈱ハドソン 1,000 822

その他（３銘柄） 205 195

計 54,805 19,766
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 616,885 3,264
324,646

　（3,352）
295,503 247,496 12,271 48,006

構築物 2,197 － 1,867 329 329 87 0

器具備品 317,309 1,262 71,187 247,384 218,333 21,673 29,051

土地 103,353 －
18,225

（18,225）　
85,127 － － 85,127

有形固定資産計 1,039,746 4,526
415,927

（21,578）　
628,345 466,160 34,032 162,185

無形固定資産        

ソフトウェア 561,559 2,000 － 563,559 518,818 67,353 44,741

電話加入権 16,895 －
16,895

(14,811) 
－ － － －

のれん 397,543 －
69,388

　（69,388）
328,155 253,138 62,043 75,015

無形固定資産計 975,997 2,000
86,283

（84,199）
891,714 771,956 129,396 119,757

長期前払費用 19,608 564 965 19,207 14,571 2,215 4,636

繰延資産        

社債発行費 19,174 － － 19,174 19,174 908 －

繰延資産計 19,174 － － 19,174 19,174 908 －

　（注）「当期減少額」の欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

EDINET提出書類

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ(E05063)

有価証券報告書

77/88



【社債明細表】

銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

第１回無担保

社債

平成15年９月

25日

60,000

（60,000)
－ 0.74 なし

平成20年９月

25日

第２回無担保

社債

平成15年９月

30日

80,000

（80,000)
－ 0.79 あり

平成20年９月

30日

第３回無担保

社債

平成17年８月

31日

100,000

（100,000)
－ 0.72 あり

平成22年８月

31日

第６回無担保

社債

平成17年１月

31日

40,000

(20,000)
－ 1.00 なし

平成22年１月

29日

第７回無担保

社債

平成18年７月

31日

210,000

(210,000)
－ 1.57 あり

平成23年７月

29日

合計 －
490,000

(470,000)
－ － － －

　（注）１．第６回無担保社債については、合併により株式会社アクトから引継いだものであります。

２．貸借対照表日後５年以内における償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

－ － － － －

　３．（　）内は、１年以内の償還予定額であります。
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,493,808 1,055,000 3.66 －

１年以内に返済予定の長期借入金 201,800 84,700 1.89 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 43,000 － － －

その他有利子負債    　

　関係会社短期借入金 － 150,000 3.00 －

合計 1,738,608 1,299,700 － －

　（注）１．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

　
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 － － － －

２．平均利率は、期末残高に対する加重平均利率であります。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 157,169 567,616 767 39,553 684,464

　（注）１．貸倒引当金の当期減少額「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産の部

１）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,140

銀行預金  

普通預金 10,877

定期預金 55,500

別段預金 100

小計 67,617

合計 67,617

２）売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱ティーエスケイ 38,148

㈱アクシズ 8,828

㈱ビデオ★ボックス 8,226

(有)元気 6,233

(有)シンバ 5,059

その他 65,701

合計 132,197

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

1,260,733 13,851,180 14,979,716 132,197 99.1 18

　（注）１．上記金額には消費税等が含まれております。

２．回収率及び滞留期間の算出方法は次のとおりです。

　 回収率＝当期回収高÷（前期繰越高＋当期発生高）×100　

滞留期間＝
前期繰越高＋次期繰越高

÷
当期発生高

２ 365
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３）商品

品目 金額（千円）

ＴＶゲーム関連事業部門

新品ソフト 65,721

中古ソフト 40,281

新品ハード・パーツ 19,001

中古ハード・パーツ 3,552

その他 193,668

小計 322,224

 ＡＶ関連・書籍事業

セルＤＶＤ 52

中古ＤＶＤ 1

新刊本 49

中古本 106

小計 210

その他の事業 その他 6,849

合計 329,284

　　　　４）前渡金

相手先 金額（千円）

㈱ＳＣＥ 74,564

㈱カプコン 73,590

㈱コナミデジタルエンタテインメント 6,607

その他 4,680

合計 159,442

　

　　　　５）立替金

相手先 金額（千円）

㈱ティー・エス・ケイ 82,479

㈱モアグッドタイム 8,058

㈱プレゼンテーション 6,142

その他 4,905

合計 101,585
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②　固定資産の部

　　　　１）破産更生債権等

相手先 金額（千円）

オックスキャピタル㈱ 246,500

㈱南翔 49,000

㈱西宮エフエム放送 32,052

（有）南和商事 30,767

　その他 85,398

合計 443,718

２）長期差入保証金

区分 金額（千円）

営業保証金 123,008

賃貸保証金 277,312

その他 4,904

合計 405,224

③　流動負債の部

１）買掛金

相手先 金額（千円）

㈱センタイ 160,469

モリゲームズ 16,815

オフィスプルーフ 3,817

㈱スクウェア・エニックス 2,372

㈱コーエーネット 2,314

その他 11,020

合計 196,808

　２）未払金

相手先 金額（千円）

㈱センタイ 103,827

社会保険料 37,105

Ｇlep和解金 30,570

ジェイオーグループホールディングス㈱ 17,025

給与 10,976

直営店舗経費 10,153

　その他 69,667

合計 279,324

　　　④　固定負債の部

１）預り保証金
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区分 金額（千円）

フランチャイズ加盟保証金 259,650

賃貸保証金 7,500

合計 267,150

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

剰余金の配当の基準日
２月末日

８月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

取扱場所

（特別口座）

　　大阪市北区堂島浜一丁目１番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

　　東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店

野村證券株式会社　全国本支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由により電子公告を

することが出来ない場合は、日経経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.nestage.co.jp/

株主に対する特典 なし
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第28期）（自　平成19年10月１日　至　平成20年２月29日）平成20年５月29日近畿財務局長に提出。

(2）臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第11号（債権の取立不能または取立遅延のおそれ）の規定

に基づく臨時報告書を平成20年７月31日近畿財務局長に提出。

(3）臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書を平

成20年９月１日近畿財務局長に提出。

(4）臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（会計監査人の異動）の規定に基づく臨時報告

書を平成20年10月７日近畿財務局長に提出。

(5）有価証券届出書及びその添付書類

第５回新株予約権証券に係る有価証券届出書を平成20年10月21日近畿財務局長に提出。

(6）有価証券届出書の訂正報告書

第５回新株予約権証券に係る有価証券届出書の訂正届出書を平成20年10月22日近畿財務局長に提出。

(7）半期報告書

（第29期中）（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）平成20年11月26日近畿財務局長に提出。

(8）臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書を

平成21年１月20日近畿財務局長に提出。

(9）臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書を

平成21年５月13日近畿財務局長に提出。

(10）臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書を

平成21年５月13日近畿財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

  平成20年５月29日  

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ    

 取締役会　御中  

 恒栄監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 岡村　年起　　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 椿本　雅朗　　印

　 　 　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ＮＥＳＴＡＧＥの平成19年10月１日から平成20年２月29日までの第28期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社Ｎ

ＥＳＴＡＧＥの平成20年２月29日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社はグループ企業（親会社の子会社）であるジェイオー建設株式会社他に

対して、平成20年４月及び５月に665百万円を貸し付けている。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管し

ております。
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独立監査人の監査報告書

  平成21年５月29日  

株式会社ＮＥＳＴＡＧＥ    

 取締役会　御中  

 監査法人ウィングパートナーズ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 赤坂　満秋　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 平賀　康麿　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため「経理の状況」に掲げられている株

式会社NESTAGEの平成20年3月1日から平成21年2月28日までの第29期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場からこの財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

NESTAGEの平成21年2月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　追記情報

１．「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載されているとおり、会社はジェイオー建設株式会社

の民事再生に伴い、当事業年度において同社に対する貸付債権６億15百万円のうち回収可能性のない５億52百万円を貸倒
損失として特別損失に計上し、さらに回収可能性の低い債権に対する貸倒引当金の設定や棚卸資産の評価損を併せて特別

損失に計上したことから、当期純損失は22億77百万円と大幅な減益となり、債務超過の状況に陥っている。
　また、当事業年度において、金融機関からの新たな資金調達や既存借入金の返済が困難な状況となっていることから、会社

には継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。

　当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。

　財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

２．重要な後発事象

（１）会社は、平成21年４月23日開催の取締役会において株式会社BgenuineTecとの業務提携を締結することを決議してい
る。

（２）会社の親会社であるジェイオーグループホールディングス株式会社は、平成２１年５月２９日開催の取締役会にお

いて、株券上場廃止基準第２条第１項第４号規定の事業の現状、今後の展開、事業計画の改善その他大阪証券取引所が必要

と認める事項を記載した書面を、平成２１年５月末までに、大阪証券取引所に提出しない旨の決議している。

　今後は以下の日程で、大阪証券取引所において上場廃止となる予定である。

　上場廃止の決定　　平成２１年５月３１日（日）

　整理銘柄指定期間　平成２１年６月１日（月）～６月３０日（火）

　上場廃止日　　　　平成２１年７月１日（水）
　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管し
ております。
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